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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期
決算年月 平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月平成22年３月

売上高 （千円） － 5,982,8635,811,8483,799,518 －

経常利益又は経常損失（△） （千円） － 496,216 15,783△415,223 －

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） － 275,117△355,527△1,098,233 －

純資産額 （千円） 4,427,2174,762,6424,396,7133,237,674 －

総資産額 （千円） 6,238,4556,403,6245,261,6623,754,155 －

１株当たり純資産額 （円） 222,417.3878,364.1672,424.4654,080.22 －

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）

（円） － 4,605.71△5,938.83△18,344.24 －

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） － 4,526.30 － － －

自己資本比率 （％） 71.0 73.3 82.4 86.2 －

自己資本利益率 （％） － 6.0 △7.9 △29.0 －

株価収益率 （倍） － 46.5 － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） － 1,021,198586,615198,527 －

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） － △1,950,594△369,240△80,786 －

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） － 9,800△109,382 △930 －

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） － 2,416,3712,523,4632,639,568 －

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

87

(23)

152

(20)

132

(18)

－

(－)

－

(－)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第８期については、貸借対照表のみが連結対象となっているため、連結経営指標等は連結貸借対照表に該当

する部分のみを記載しております。

３．平成18年４月１日付で、普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。

４．純資産額の算定に当たり、第９期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号　平成17年12月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号　平成18年12月９日）を適用しております。

５．第10期および第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１

株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

６．第10期および第11期の株価収益率については、当期純損失であったため記載しておりません。

７．第11期末には連結子会社が存在しないため、従業員数は記載しておりません。 

８．第12期は連結子会社が存在しないため、連結財務諸表は作成しておりません。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期
決算年月 平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月平成22年３月

売上高 （千円） 3,376,1394,638,0984,068,1702,652,4992,539,272

経常利益又は経常損失（△） （千円） 333,833561,368104,141△307,151△106,491

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） 304,377327,929△448,711△1,078,962△98,474

持分法を適用した場合の投

資利益

（千円）
－ － － － －

資本金 （千円） 1,765,3251,770,2251,770,4251,770,4251,770,425

発行済株式総数 （株） 19,905 59,862 59,868 59,868 59,868

純資産額 （千円） 4,427,2174,764,9474,316,6363,237,6743,139,199

総資産額 （千円） 5,309,4046,094,8014,839,0083,754,1553,596,386

１株当たり純資産額 （円） 222,417.3879,598.8772,102.5754,080.2252,435.36

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当

額）

（円）
－

(－)

－

(－)

－

 (－）

－

(－）

－

(－）

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）

（円） 17,867.765,489.83△7,495.38△18,022.35△1,644.86

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） 17,729.345,395.18 － － －

自己資本比率 （％） 83.4 78.2 89.2 86.2 87.3

自己資本利益率 （％） 11.8 7.1 △9.9 △28.6 △3.1

株価収益率 （倍） 139.7 39.0 － － －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 548,284 － － － △32,214

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △885,773 － － － △9,185

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 2,993,930 － － － △972

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） 3,115,093 － － － 2,597,195

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

74

(23)

127

(14)

101

(10)

103

(10)

105

(10)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．平成18年４月１日付で、普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。

３．純資産額の算定に当たり、第９期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。

４．第10期、第11期および第12期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

５．第10期、第11期および第12期の株価収益率については、当期純損失であったため記載しておりません。

６．第９期、第10期および第11期については、連結ベースでキャッシュ・フロー計算書を作成しているため、営業

活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及

び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。
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２【沿革】
年　月 事　項

平成11年４月 携帯電話・PHSに向けた情報提供を事業目的として、株式会社リーコムを東京都練馬区に設立（資

本金1,500万円）

平成11年６月 本店を東京都港区に移転

平成11年10月本店を東京都渋谷区に移転

平成12年２月 モバイルコンテンツ事業開始

平成12年６月 本店を東京都港区に移転

平成13年11月伊藤忠商事株式会社から出資を受け、同社の子会社となる

平成15年１月 株式会社リーコムを株式会社ナノ・メディアに商号変更

平成15年３月 事業多角化のため、株式会社アイラテを100％子会社化

平成15年５月 本店を東京都港区南青山一丁目（現本店所在地）に移転

平成16年４月 株式会社アイラテを吸収合併

平成16年12月情報セキュリティ管理の国内規格ISMS適合性評価制度「ISMS認証基準(Ver.2.0)」と英国規格

「BS7799-2:2002」の認証を取得

平成17年11月東京証券取引所マザーズに株式を上場

平成18年２月 有限会社イープレス（株式会社NANOぴあに商号変更）を子会社化

平成18年11月英国ロンドンに欧州支店を開設

平成19年１月 情報セキュリティマネジメントの国際基準「ISO/IEC27001:2005」と「JIS Q 27001:2006」の認

証を取得

 平成19年４月 株式会社ジェイ・マーチを子会社化

平成20年６月 欧州支店を閉鎖

平成21年２月 株式会社NANOぴあの当社保有全株式を譲渡

平成21年３月 株式会社ジェイ・マーチを吸収合併 
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３【事業の内容】

　当社は、インターネットに接続可能な携帯電話のネットワークを介して、一般消費者向けに情報コンテンツならび

にサービスを提供する事業を行っております。エンタテインメント事業としては、エンタテインメント分野における

モバイルコンテンツ配信事業を行っております。ソリューション事業としては、EPG（電子番組ガイド）を主たるコン

テンツとしたサービスおよび携帯電話キャリア向けにプリインストールアプリケーション開発、ならびに企業向けに

モバイルソリューションを提供しております。 

　当社は、平成22年４月１日に組織変更を行い、社内全体の総合力を生かす取組みとしてエンタテインメント部門とソ

リューション部門を営業部門に統合いたしました。これまで培ったエンタテインメント分野におけるノウハウと企業

向けソリューション分野におけるノウハウを融合させることにより、当社独自のビジネス展開をお客様へ積極的に提

案をして行くことを目指しております。また、企画開発室を新設したことにより、日本のみならず、世界をも視野に入

れた業界の動向、技術革新にも着目し、常にお客様のニーズにあった最適なソリューションを提供できる体制を整え

て行く所存です。

　

(1) エンタテインメント事業 

　当事業は、携帯電話ユーザーに対し、各携帯電話キャリアの公式サイト（注１）にてエンタテインメント系を中心と

した有料コンテンツを提供する事業を展開しており、主な事業内容は、サイト構築に関する企画・提案、システム開発

・運用・管理、サイトコンテンツの制作・運用及びユーザーサポート等であります。 

　提供しておりますサービスの内容として、株式会社フジテレビジョンとの協業案件である「CXアーティストNUDE」

では小田和正・石井竜也・藤井フミヤ・崎本大海等の人気アーティストの情報を提供し、併設するインディーズサイ

トからはリアルコンサートとの連動等も実施しています。また、株式会社ソニー・ミュージックアーティスツとの協

業案件である「SMA☆アーティスト」では、奥田民生・木村カエラ・西野カナ・ユニコーン等のファンサイトを提供

しております。そのほかに、BUCK-TICKの「BUCK-TICK LOVE&MEDIA PORTABLE」、長渕剛の「長渕剛 Mobile」、松たか

子、瑛太、風吹ジュン、伊武雅刀等を擁するオフィシャルモバイルサイト「東京24区」といった人気アーティストの

ファンサイトも運営しております。 

　各アーティストのファンサイト上では、着うた・着メロ・着ボイス・着ムービー等の動画・アーティストの日記や

コラム・待受画像・メールサービス等を提供しております。アーティストに関連した楽曲・動画・音声配信のサイト

も運営しており、着うたサイト「着ヒットMusic」「うたコング」、呼び出し音設定サービス「呼び出せ!!着ヒット

Music」等も展開しております。 

アーティストサイト以外では、株式会社ジェイ・スポーツ・ブロードキャスティングと展開しているスポーツコン

テンツ配信サイト「速報！JSPORTS」、株式会社フジテレビジョンと提携したケータイ検定のポータルサイト「検定

ジャポン＠モバイル」がリニューアルした「懸賞ジャポン」等を提供しております。 

　さらに、TV情報総合サイトとして、日本全国の地上波及びCS、BS、BSデジタル、スカパー！のEPGを配信する「TVぴあ」

を提供しております。当サイトでは、以下のコンテンツの提供を行っております。メニューは「無料メニュー」「TVぴ

あ（月額210円）」「TVぴあプレミアム（月額315円）」の３種類があり、ユーザーは利用したい情報、サービスなど

により選択が可能となっております。またKDDI株式会社の提供するFMチューナー付携帯電話には楽曲名が検索でき、

そこからアーティスト情報の取得、CD、着うたの購入が可能となるアプリケーションの提供ならびにサイトの運営も

手掛けております。 

　以上を踏まえて、当社が運営するキャリア公式サイト数は当事業年度末現在130サイトであります。 

　（注１）　公式サイトとは、各キャリアが公認するサイトをいい、各キャリアと代金回収代行契約または債権譲渡契

約を締結しております。 

 

(2）ソリューション事業 

　当事業では、一部課金サイトの運営に加え、携帯電話キャリア向けプリインストールアプリケーションの提供を行っ

ております。アプリケーションの提供に関しましては、EPG（電子番組表）事業を主体とした、放送と通信の連携分野

において、各キャリアとの協業または提携により携帯電話にプリインストールされるアプリケーションを提供してお

ります。また、KDDI株式会社との協業により、携帯電話のEPGから家庭内のVTR、DVDレコーダー等の録画機器に番組の録

画予約などを含めた操作が可能となるアプリケーションの提供を、さらに、auのワンセグ放送用チューナー付携帯電

話に、チューナー制御/情報配信機能付BREWアプリケーション「EZテレビ ワンセグ」やデジタルラジオ、EZチャンネ

ルプラス／EZチャンネルを楽しむことができ、KDDIが採用する開発プラットフォームの新バージョンである「KCP+」

に対応している「au Media Tuner」を提供しております。収益構造に関しましては、システム開発受託収入・システ

ム運用収入・出荷数に応じたロイヤリティ収入等、個別の契約に基づいた収入となります。

　さらに、 当事業では、企業向けモバイルソリューション事業として、モバイルサイトの制作・運用業務やマーケティ

ングソリューションの提供を行っております。

　また、自社メディアとして、1日3食400円以下のレシピが7,000件以上掲載された生活防衛型コンテンツ「今週の節約

レシピ」サイトおよび、主婦を中心とした女性ユーザーが1日最大10,000件の書込みを行う生活情報コミュニティサ

イト「とくっち.com」をPC環境およびモバイル環境の両方で運営しております。これらのサイトは、前述の企業向け
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マーケティングソリューションでの活用も行っております。

　以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の
内容

議決権の
所有割合
又は被所
有割合
(％)

関係内容

（親会社）      

伊藤忠商事株式会社

（注）
東京都港区 202,241総合商社

被所有

51.3 

サイトの運営受託等

受入出向　従業員２名

役員の兼務

（注）有価証券報告書を提出しております。

　　

５【従業員の状況】

(1)提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

 105（10） 33.4 3.0 5,132,592

(注）従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含み、当社から社外への出向者を除く）であり、臨時雇用者数

    （パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

 　　　　

(2)労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

　当事業年度におけるわが国の経済は、海外経済の改善や緊急経済対策の効果などを背景に企業収益の改善が見られ

る中で、依然として失業率は高水準にあります。更なる雇用情勢の悪化懸念が残っており、今後の情勢に注意が必要な

状況となっております。

　一方、当社の事業ドメインである携帯電話市場においては、携帯電話端末の新販売方式の影響から買い替えサイクル

が長期化しており、平成19年をピークに移動電話の国内出荷台数は減少傾向となり、平成21年にはピーク時の60.6％

まで落ち込んでおります（出所：社団法人電子情報技術産業協会統計により当社算出）。一方、携帯電話の契約数が

１億１千万を超え（出所：社団法人電気通信事業者協会）、国民１人当たりほぼ１台に近くなり、国民の生活に密着

した存在になっております。また、携帯電話端末では、次世代携帯電話としてiPhoneに代表されるスマートフォンが急

速にシェアを拡大しており、これまでの携帯電話から多様化・多機能化へとスピードを上げて変化が起きつつありま

す。また、それに伴い、端末・通信料金体系の変化等によりキャリア間の競争は一層激しさを増しており、当社を取り

巻く環境は大きな変革期を迎えております。

　このような状況下、エンタテインメント事業におきましては、新規サイトの立ち上げならびに既存サイトの充実に取

り組んでまいりました。既存のサイトでは、株式会社フジテレビジョンと提携し平成20年７月にオープンしました

「検定ジャポン＠モバイル」を10月にリニューアルし、新サービス『懸賞ジャポン』を開始、併せてコンテンツの拡

充を行い、コンテンツ数は総計33（平成22年３月末時点）となりました。また新規サイトにおきましては、８月に資本

業務提携を行いました株式会社FAECとの協業事業により今期末までに３サイトのサービスを開始しており、今後も本

提携によるサービスを推進する予定です。９月には、様々なジャンルで人気上昇中のアーティストのファンクラブサ

イトを集めたオフィシャルモバイルサイト『FanClub☆ファンティ』のサービスを、12月には、人気アーティストの公

式きせかえコンテンツサイト『Artist Style』のサービスを開始しております。同じく12月より比較的大型の課金サ

イトの運営業務を受託しております。しかしながら、これら新規サイトが収益貢献に至るには一定の時間を要する上

に、既存サイトの会員数減少により減収となりました。以上により、当事業における売上高は1,459百万円、営業利益は

107百万円となりました。

　ソリューション事業におきましては、アプリケーション開発事業において、携帯電話端末の出荷台数に連動するロイ

ヤリティ収入が引続き堅調に推移し、ほぼ計画どおりの収益となりました。また、アプリケーションのカスタマイズ等

開発受託案件の受注につきましても期初に計画していたとおり受注・納品となりました。一方、法人向けモバイルソ

リューションにおきましては、モバイルサイトの制作・運用業務やマーケティングソリューションの販売が堅調に推

移しました。７月に主婦と女性向けのサービス充実を目的に、「節約」をコンセプトとした新規モバイルサイト『今

週の節約レシピ・モバイル版』のサービスを開始し、12月に、当社運営のコミュニティサイト『とくっち．com』が

SOHO事業者向け生活支援ポータルサイト「LIFE＠SOHO」との連携を行い、新規会員の獲得および新たなコーナーの新

設により企業へのマーケティングサービスを行っていくこととなりました。さらに、３月には、株式会社プロントコー

ポレーションのモバイルサイトの利便性向上およびサービス拡充の企画実施を受注致しました。以上により、当事業

における売上高は1,080百万円、営業利益は199百万円となりました。

　なお、経営資源の集中と事業運営の効率化を目的に一部組織変更を行い、８月にEPG関連のコンテンツ配信事業を従

来のエンタテインメント事業からソリューション事業へ変更を行い、11月にモバイルサイト企画運用事業をソリュー

ション事業からエンタテインメント事業へ計上の変更を行っております。

　以上の結果、当事業年度における売上高は2,539百万円（前期比4.3%減）、営業損失は109百万円（前期の営業損失は

320百万円）、経常損失は106百万円（前期の経常損失は307百万円）となりました。また、長期貸付金を回収したこと

により貸倒引当金戻入益35百万円を、またサービス移管に伴う固定資産の売却益として29百万円の特別利益を計上し

ております。一方、収益性の観点から固定資産の減損と使用見込の無くなった固定資産の除却を行い、さらに投資有価

証券の評価損計上等により合計53百万円の特別損失を計上し、当期純損失は98百万円（前期の当期純損失は1,078百

万円）となりました。

　

(2)キャッシュ・フロー

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、減価償却、敷金および長期貸付金の回収など

があったものの、税引前当期純損失の計上、仕入債務の減少、固定資産の取得による支出等により42百万円減少し、

当事業年度末には2,597百万円となっております。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動におけるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は32百万円となりました。

　これは、減価償却費97百万円、売上債権の減少32百万円および減損損失24百万円等の増加要因があったものの、

税引前当期純損失96百万円の計上、仕入債務の減少39百万円、貸倒引当金の減少36百万円等の減少要因があった

ことによるものであります。
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（投資活動におけるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は9百万円となりました。

　これは、長期貸付金の回収による収入35百万円、敷金の回収による収入47百万円があったものの、有形・無形固

定資産の取得による支出51百万円、投資有価証券の取得による支出35百万円、敷金の差入による支出5百万円が

あったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　財務活動の結果使用した資金は0百万円となりました。

 　　　   これは、リース債務の返済によるものであります。

　

　なお、前事業年度は連結キャッシュ・フロー計算書を作成していたため、前事業年度との比較は行っておりませ

ん。
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２【仕入及び販売の状況】

  第11期以前は連結財務諸表を作成しているため、前期との比較分析は行っておりません。  

 (1）仕入実績

 　　　 当事業年度の仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

エンタテインメント部門（千円） 607,377

ソリューション部門（千円） 273,509

合計（千円） 880,886

（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記仕入実績は、情報等使用料及び商品仕入を含んでおります。

(2）販売実績

　当事業年度の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

エンタテインメント部門（千円） 1,459,020

ソリューション部門（千円） 1,080,251

合計（千円） 2,539,272

（注）１．当事業年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりで

あります。

相手先

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

金額（千円） 割合（％）

伊藤忠商事株式会社　 451,049 17.8

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．当社の事業の主力であるモバイルコンテンツ事業の主な販売先は一般ユーザーであり、各キャリアの情報料

回収代行サービスを利用して、有料情報サービスを提供するものであります。当事業年度における、主なキャ

リア別の情報料と販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

金額（千円） 割合（％）

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 588,538 23.2

ＫＤＤＩ株式会社 451,352 17.8

ソフトバンクモバイル株式会社 162,307 6.4
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３【対処すべき課題】

早急に対処すべき課題としては、売上の拡大並びに効率経営を実施し、収益力の向上を図ることと認識しておりま

す。これらを実施する為に具体的な施策に着手してまいります。

中長期的な会社の経営戦略にも記載しましたとおり、モバイルコンテンツビジネスの成長は鈍化してきており、今

後、売上を伸ばして行くには、新規加入者の獲得に加え、既存加入者のARPU（Average Revenue Per User）を上げて行

くことが必須と考えております。新技術にも着目し、新たな付加価値を生むコンテンツ、サービスを導入し、ARPUの向

上を目指します。また、コンサート、イベント等のリアルとの連携により、コンテンツの有料課金に加え、チケット、

マーチャンダイジング、広告他収入の多角化も具現化して行こうと考えております。

企業向けソリューションにおきましては、モバイルサイト構築による販売・集客に加え、更なる既存顧客との関係

強化を図り、新技術の導入も含めソリューションの多様化を目指しております。現在取組んでいるリアル店舗との連

携によるセールスプロモーションモデルも年度内に確立し、協業パートナーと一体となって拡販すべく取組んでまい

ります。

スマートフォンを始めとする新規端末並びに携帯向けマルチメディア放送における新規プラットフォームにおい

ても、過去の開発、運用経験を生かした取組みで、新たな収益モデルを構築してまいります。

また前述の通り、平成22年４月1日より営業を１部門に統合したことにより、エンタテインメント事業とソリュー

ション事業の融合による新たな付加価値創出はもとより効率的な運用を実施してまいります。また、新設の企画開発

室を社内横断的に活用することにより、リソースの効果的な活用も目指してまいります。
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４【事業等のリスク】

　当社の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のよう

なものがあります。なお、文中における将来に関する事項は当有価証券報告書の提出日現在において判断したもので

あります。

　

(1) 当社の業績について

　当社は、平成11年４月に設立され、第12期を経過しておりますが、平成19年3月期より子会社株式会社NANOぴあの業績

および平成20年３月期より子会社株式会社ジェイ・マーチの業績を連結しているため、過年度の経営成績は今後の売

上高、利益等の成長を判断する材料としては不十分である可能性があります。なお、平成21年３月期において上記子会

社のうち株式会社NANOぴあを連結の範囲から除き、また、株式会社ジェイ・マーチを吸収合併したことにより、平成22

年３月期より個別決算を実施しております。

　

(2) 特定キャリアへの依存について

　当社は、株式会社NTTドコモのiモード、KDDI株式会社のEZwebおよびソフトバンクモバイル株式会社のYahoo!ケータ

イを通じて、エンドユーザーにコンテンツサービスを提供しております。当社が各キャリアとの契約に基づき、各キャ

リアの情報料回収代行サービスを利用して、エンドユーザーから情報料を回収しております。今後、各キャリアの経営

方針の変更、事業環境の動向によっては、当社の業績に影響を受ける可能性があります。

　

(3) 市場動向について

　当社の主要な事業領域であるモバイルコンテンツ市場は、これまで携帯電話の契約数（インターネット接続契約含

む）の伸びとともに急速に拡大してまいりました。

　しかしながら、今後は携帯電話契約数全体の伸びが鈍化傾向にあることから、各キャリアの経営方針の変更、経済情

勢の変化により、モバイルコンテンツ市場の伸び自体も鈍化傾向になる可能性があります。結果として、業績に影響を

受ける可能性があります。

　

(4) 当社の会員数の推移について

　当社は積極的にコンテンツの充実及び新規サイトの立ち上げ、さらに各サイトの有料会員数の増加を目指し有効な

販売促進活動を行っていく所存であります。しかし、当社が魅力的かつ有益なサービスを適宜提供できない場合、有料

会員数の減少から情報料が減少し業績に影響を受ける可能性があります。

　

(5) 各キャリアとの契約について

　当社は、各キャリアとの間でコンテンツ供給に関する契約および情報料回収代行サービスに関する契約または債権

譲渡契約を締結しております。各々の契約には、当社の財政状況等の悪化によりサービスの提供が困難になった場合

や、当社のコンテンツの内容に関して各キャリアにユーザーから苦情が多発したなどの事由が発生した場合は、各

キャリアが契約を解除できる条項があります。当社は、今まで契約解除に該当する事由が発生したことはありません

が、当社に契約解除に該当する事由が発生した場合には、キャリアとの契約が解除となり、業績に影響を受ける可能性

があります。

　

(6) コンテンツ権利保有者との契約について

　当社は、外部のコンテンツ権利保有者からコンテンツ供給を受けているサイトを有しておりますが、今後、権利保有

者からコンテンツ供給を受けられない場合、また、コンテンツ調達コストが上昇した場合、当該サイトを運営できなく

なり、業績に影響を受ける可能性があります。

　

(7) 競合について

　当社は、複数の有料コンテンツを有しておりますが、今後、同様の有料コンテンツを提供する有力な競合他社が出て

くる可能性があります。当社グループは積極的に既存有料コンテンツの内容の充実及び新規サイトの立ち上げ、さら

には新規事業の開拓を行っていく所存でありますが、当社が魅力的かつ有益なサービスを適宜提供できない場合、競

合他社との競争激化による情報料単価の引き下げ、会員数の減少などにより業績に影響を受ける可能性があります。　

　また、当社は、各キャリア向けにアプリケーションの企画、開発などを積極的に行っておりますが、有力な競合他社が

出てきた場合、当社アプリケーションが各キャリアに採用されないことにより、業績に影響を受ける可能性がありま

す。

　

(8) アプリケーションの開発について

　当社は、EPG事業において、各キャリア、携帯電話メーカー向けにアプリケーションの企画、開発を積極的に行ってお

ります。しかし、開発が計画どおりに進まず、開発コストが上昇して採算が悪化すること、開発が遅れることにより業

績に影響を受ける可能性があります。
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当社は、KDDI株式会社とソフトバンクモバイル株式会社が販売している一部の携帯電話にアプリケーションをプリ

インストール提供しておりますが、今後、プリインストールが予定されている携帯電話の販売時期の延期等が生じた

場合、業績に影響を受ける可能性があります。

　

(9) 親会社である伊藤忠商事株式会社との関係について

　平成22年３月末日現在、伊藤忠商事株式会社は当社の発行済株式の51.3％を保有する親会社であります。当社は、伊

藤忠グループの中で携帯電話分野における戦略子会社として、伊藤忠商事株式会社および伊藤忠グループと協力関係

を保ちながら事業を展開しておりますが、同社および同社グループから事業上の制約はなく、当社独自の経営方針・

経営戦略に基づき事業活動を行っております。親会社は通常の株主としての権利のみ保有しており、当社に対する経

営上の重要な意思決定権限はありません。ただし、今後、当社と伊藤忠商事株式会社の経営方針に変更があり、資本上、

事業上の関係が維持されなくなった場合は、当社の事業運営に影響を受ける可能性があります。

　

(10) システムトラブルに関するリスク

　当社は、当社が保有するコンピュータシステム及び通信ネットワークにより、エンドユーザーに対して24時間サービ

スを提供しておりますが、自然災害や事故などによりシステムの故障、通信ネットワークの切断等の障害が起こり、

サービスの提供を停止せざるを得ない場合があります。

　さらに外部からの当社設備への不正な手段によるアクセスや、コンピュータウィルスの侵入などにより、サーバーの

誤動作や、重要なデータの消去などが発生した場合、業務に支障をきたし、業績に影響を受ける可能性があります。

　

(11) 人材の確保について

　当社は、成長の過程にあり、事業拡大のため、営業担当者・システム技術者・コンテンツサイトの運営オペレータな

ど、各方面で優秀な人材を確保していくことが重要になります。当社では優秀な人材の確保に努力していく所存です

が、人材の確保が順調に進まなかった場合、業務に支障をきたし、業績に影響を受ける可能性があります。

　

(12) 知的財産権に関するリスク

当社は、当社の提供するサービスのプログラムに関して独自に企画・開発（一部外部へ発注）しており、現時点に

おいて、当社の提供するサービスが第三者の特許権などの知的財産権を侵害しているという認識はありません。

　しかしながら第三者の特許権、実用新案権、意匠権、商標権などの知的財産権が、当社事業にどのように適用されるか

について全てを予測することは困難であり、今後、当社サービスに係る分野で第三者の知的財産権が成立したり、当社

が認識していない知的財産権が既に成立している場合、当該所有者から権利侵害による損害賠償義務を負ったり、侵

害部分の設計変更や当社サービスの一部を停止する必要が生じる可能性があります。また、当該知的財産権を継続使

用するために、使用料（ロイヤリティ）を支払い、ライセンスを受ける場合もあり、業績に影響を受ける可能性があり

ます。

　さらに、EPG事業においては、第三者の特許権に関連した技術を使用しており、使用料を支払い、ライセンスを受けて

おりますが、当該知的財産権を継続使用するために使用料が上昇し、採算が悪化し、当該ライセンス契約が継続困難な

場合には、当該サービスの提供を停止せざるを得なくなり、業績に影響を受ける可能性があります。

　また、当社がコンテンツ使用許諾を受けている権利保有者に知的財産権の侵害があった場合、契約上は当社に損害賠

償の義務は一切ありませんが、それ以降の当社サイトにおける当該権利保有者関連のコンテンツ提供が継続困難とな

る可能性があります。

　

(13) 法的規制に関するリスク

　当社の事業展開にあたって特有の法的規制や業界の自主規制などはありませんが、今後の法改正などにより当該分

野において法的規制が適用されることになった場合、当社の事業展開に制約を受け、対応措置をとる必要が生じる可

能性があります。

　

(14) 情報セキュリティについて

　当社は、推進する事業の性格上、個人情報を取り扱っており、「個人情報の保護に関する法律」に規定される個人情

報取扱事業者に該当いたします。個人情報の取り扱いにつきましては、コンプライアンスの一環として「個人情報の

保護に関する法律」に沿った対応をとり、管理体制の維持運用、社員の教育研修を行い、細心の注意を払ってまいりま

した。さらに平成16年12月に、情報セキュリティ管理の国内規格ISMS適合性評価制度「ISMS認証基準(Ver.2.0)」と英

国規格「BS7799-2:2002」の認証を取得いたしました。また、国際標準機構（ISO）が情報セキュリティマネジメント

の国際基準として「ISO27001」の規格化したことをうけ、平成19年１月には移行審査を経て、「ISO/IEC27001:2005」

および「JIS Q 27001:2006」の認証を取得いたしました。しかしながら、情報管理の不徹底、システムトラブル、第三

者による不正アクセスなどにより個人情報を含む重要な情報の紛失、漏えいがあった場合、経営成績、財政状態などに

影響を受ける可能性があります。

　

(15) 訴訟などに関するリスク
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　当社は、これまで事業に関連した訴訟事件が発生したことはありませんが、事業の性格上取り扱っている個人情報・

その他重要な情報の管理の不徹底、システムトラブル、第三者による不正アクセスによる情報漏えいなどにより訴訟

を受ける可能性があります。その訴訟内容や、賠償金額によっては経営に影響を受ける可能性があります。

　

(16) 配当政策について

　当社は、未だ成長過程であることから、企業体質の強化、将来の積極的な事業展開及び内部留保の充実を図るために

配当を行っておりません。

　しかしながら、株主への長期的かつ安定的な利益還元を重要な経営課題として認識しており、毎期の業績、財政状況、

将来の事業拡大のために必要な内部留保とのバランスを勘案しながら検討していく所存であります。

　

(17) 新株予約権の行使による株式価値の希薄化について

　当社は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に従い、平成17年１月19日開催の臨時株主総会決議、平成17年６

月23日開催の定時株主総会決議に基づき、当社取締役及び従業員に対してインセンティブを目的とした新株予約権

（ストックオプション）を付与しております。今後につきましても当社取締役及び従業員に対するインセンティブと

して新株予約権の付与を検討していく所存であります。

　これら新株予約権の権利行使が行われた場合、株式価値が希薄化する可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

（1）移動体通信事業者との契約
契約会社名 相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

株式会社ナノ・メディア

エヌ・ティ・ティ

移動通信網株式会社

（注）１

iモード情報サービス

提供者契約

エヌ・ティ・ティ移動通信網株式

会社に対するコンテンツ提供に関

する契約

iモードサービス開始日から

平成12年３月31日まで

（以降１年毎自動更新）

iモードサービスに関す

る料金収納代行回収契約

提供コンテンツの情報料をエヌ・

ティ・ティ移動通信網株式会社が

当社に代わって利用者より回収す

ることを目的とする契約

iモードサービス開始日から

平成12年３月31日まで

（以降１年毎自動更新）

株式会社ナノ・メディア

ジェイフォン東京株式会

社、ジェイフォン関西株

式会社、ジェイフォン四

国株式会社、ジェイフォ

ン東海株式会社

（注）２

コンテンツ提供に関する

基本契約

ジェイフォングループに対するコ

ンテンツ提供に関する契約

平成12年２月21日から

平成12年３月31日まで

（以降１年毎自動更新）

債権譲渡契約

当社が提供するコンテンツの情報

料をジェイフォングループが当社

に代わって利用者より回収するこ

とを目的とする契約

平成12年２月21日から

平成12年３月31日まで

（以降１年毎自動更新）

株式会社ナノ・メディア

第二電電株式会社、

日本移動通信株式会社

（注）３

コンテンツ提供に関する

契約

第二電電株式会社に対するコンテ

ンツ提供に関する契約

平成12年10月１日から

平成13年３月31日まで

（以降６ヶ月毎自動更新）

株式会社ナノ・メディア

日本移動通信株式会社、

関西セルラー電話株式会

社、九州セルラー電話株

式会社、中国セルラー電

話株式会社、東北セル

ラー電話株式会社、北海

道セルラー電話株式会

社、北陸セルラー電話株

式会社、四国セルラー電

話株式会社、沖縄セル

ラー電話株式会社、株式

会社ツーカーセルラー東

京、株式会社ツーカーセ

ルラー東海および株式会

社ツーカーホン関西

（注）３

情報料回収代行サービス

に関する契約

当社が提供するコンテンツの情報

料を左記が当社に代わって利用者

より回収することを目的とする契

約

平成12年10月１日から

平成13年３月31日まで

（以降６ヶ月毎自動更新）

（注） １．エヌ・ティ・ティ移動通信網株式会社は、平成12年４月１日付で、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモに

商号変更をしております。

２．平成12年10月１日付でジェイフォン東京株式会社は、ジェイフォン東日本株式会社に商号変更し、ジェイ

フォン関西株式会社及びジェイフォン四国株式会社は、ジェイフォン西日本株式会社に商号変更しまし

た。さらに、平成13年11月１日付でジェイフォン東日本株式会社、ジェイフォン西日本株式会社、ジェイ

フォン東海株式会社及びジェイフォン株式会社は、ジェイフォン株式会社を存続会社として合併したこと

により、社名はジェイフォン株式会社となりました。なお、平成15年10月１日付でジェイフォン株式会社は

ボーダフォン株式会社に商号変更しております。さらに、平成18年10月１日付でボーダフォン株式会社は

ソフトバンクモバイル株式会社に商号変更しております。

３．第二電電株式会社、KDD株式会社、日本移動通信株式会社が平成12年10月１日付で合併し、社名は株式会社

ディーディーアイとなりました。その後、平成13年４月１日付でケイディーディーアイ株式会社に、平成14

年11月１日付でKDDI株式会社に商号変更しております。

 

（2）特許権実施許諾に関する契約
契約会社名 相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

株式会社ナノ・メディア

エイディシーテクノロ

ジー有限会社

（注）

特許権実施許諾契約
同社が保有する特許についての通

常実施権の許諾を受ける契約

平成11年12月22日から

平成22年８月10日まで

（注）エイディシーテクノロジー有限会社は、平成12年２月４日付で株式会社へ改組しております。また、同社に対

して通常実施権の使用料として一定料率を支払っております。
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６【研究開発活動】

該当事項はありません。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態の分析 

当事業年度末の資産合計は3,596百万円と、対前事業年度末比で157百万円（4.2％）減少いたしました。負債合

計は、対前事業年度末比59百万円（11.5％）減少の457百万円、また純資産合計は対前事業年度末比98百万円

（3.0％）減少の3,139百万円となりました。

流動資産につきましては、105百万円減少しました。その主な要因は、売上債権の回収により売掛金が30百万円

減少したこと、ならびに、消費税等の還付等によりその他流動資産が22百万円減少したこと等によるものです。

固定資産につきましては、52百万円減少しました。その主な要因は、有形・無形固定資産51百万円、投資有価証

券35百万円の取得による増加があったものの、減価償却費97百万円、投資有価証券評価損19百万円および減損損

失24百万円を計上したこと等によるものであります。

負債につきましては、流動負債が58百万円減少しております。これは仕入債務の支払により買掛金が39百万円

減少したこと、ならびに、事務所の一部を解約したことに伴う費用の支払等により、未払金が13百万円減少したこ

と等によるものであります。

当事業年度末における安全性に関する指標については、自己資本比率87.3％（前事業年度末86.2％）、流動比

率717.8％（前事業年度末656.7％）、正味運転資本（流動資産から流動負債を控除した金額）2,808百万円とな

りました。

　

(2）経営成績の分析

当事業年度における売上高は2,539百万円となりました。

　エンタテインメント事業においては、新規サイトの立ち上げならびに既存サイトのコンテンツの充実に取り組

みました。また、アーティスト事務所や放送局等、戦略パートナーと展開するアーティストファンサイトを中心に

有料会員数の獲得に努めてまいりました。更に、携帯サイト限定商品の販売やリアルイベントとの連動企画によ

るサービスの充実・強化、新規サイトの積極的なサービスの開始などによる収益拡大にも取り組んでまいりまし

た。しかしながら、新規サイトが収益貢献に至るには一定の時間を要する上に、既存サイトの会員数減少により減

収となりました。以上により、売上高は1,459百万円となりました。

　ソリューション事業につきましては、EPG事業における課金収入ならびにワンセグチューナー付携帯電話向けプ

リインストールアプリケーションの提供によるロイヤリティ収入が堅調に推移し、アプリケーションのカスタマ

イズ等開発案件の受託につきましても期初に計画していたとおり受注・納品となりました。これらにより売上高

は1,080百万円となりました。

売上原価につきましては、モバイルサイト運営に係るコンテンツ制作費に加えサーバーやソフトウエアにかか

る減価償却ならびに運用費の負担などにより1,416百万円となりました。以上の結果、売上総利益は1,122百万円

となりました。

販売費及び一般管理費は、経費削減により1,232百万円となりました。以上の結果、営業損失は109百万円となり

ました。

上記の通り、当事業年度におきましては、既存サイトの会員数減少等により計画していた売上高を達成する事

ができず、営業損失を計上する事となりました。

今後のアーティスト・タレント関連の事業におきましては、動画配信や着せ替えコンテンツ等のリッチコンテ

ンツの拡充を行い、多様なユーザーニーズにこたえる事によって会員数の増加を目指してまいります。同時に、コ

ンテンツ配信にとどまらず、オフィシャルモバイルサイトとリアルイベントとの連動企画としてモバイルサイト

内での興行チケットの会員向け優先販売を行うこと等により、会員の満足度向上、ひいては携帯コンテンツ配信

サービスの付加価値の向上、収益の多角化を図ってまいります。それによる収益の改善を見込んでおります。

また、企業向けモバイルソリューションにおきましては、最新の技術をいち早く取り入れ、これまでに培ったノ

ウハウにより他社との差別化を図り、モバイルコンテンツ市場の拡大に伴う積極的な営業活動を実施する事によ

り、業績の改善を見込んでおります。

　

(3）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動におけるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は32百万円となりました。

　これは、減価償却費97百万円、売上債権の減少32百万円及び減損損失24百万円等の増加要因があったものの、税

引前当期純損失96百万円の計上、仕入債務の減少39百万円、貸倒引当金の減少36百万円等の減少要因があったこ

とによるものであります。

（投資活動におけるキャッシュ・フロー）
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　投資活動の結果使用した資金は9百万円となりました。

　これは、長期貸付金の回収による収入35百万円、敷金の回収による収入47百万円があったものの、有形・無形固

定資産の取得による支出51百万円、投資有価証券の取得による支出35百万円、敷金の差入による支出5百万円が

あったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　財務活動の結果使用した資金は0百万円となりました。

 　　　   これは、リース債務の返済によるものであります。

　

　なお、前事業年度は連結キャッシュ・フロー計算書を作成していたため、前事業年度との比較は行っておりませ

ん。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当事業年度における設備投資総額は48百万円となりました。その主なものは、エンタテインメント事業における

アーティストサイトに係るもの22百万円、ソリューション事業におけるＴＶ番組システムに係るもの12百万円であ

ります。

なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

　当社における主要な設備等は、以下のとおりであります。

　 平成22年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業部門別の名
称

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
(人)

工具、器具
及び備品

ソフト 
ウエア 

合計 

本社

( 東京都港区 )

エンタテインメ

ント部門
サーバ設備等 7,096 21,553 28,649 53（9）

ソリューション

部門
サーバ設備等 6,446 9,817 16,263 38（1）

（注）１.　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２.　従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含む）であり、（　）は、臨時雇用者数（パートタイマー、

人材会社からの派遣社員を含む）を外書きしております。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

 普通株式 150,000

計 150,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年６月23日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 59,868 59,868
東京証券取引所

（マザーズ）

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 59,868 59,868 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　　　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　　 ① 平成17年１月19日臨時株主総会決議（平成17年１月19日取締役会決議）

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個）（注）１ 166 166

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個)  －  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）

（注）１．２
498 498　

新株予約権の行使時の払込金額（円）

（注）２．３
66,667 66,667

新株予約権の行使期間
 自　平成19年１月19日

 至　平成23年１月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円）（注）２

 発行価格　　 66,667

 資本組入額　 33,334

同左

同左

新株予約権の行使の条件

対象者は、新株予約権の権利行使時

においても、当社又は当社子会社の

取締役若しくは従業員の地位（以下

「権利行使資格」という。）を保有

していることを要する。ただし、対象

者の自己都合以外による退職、退任

等の場合、取締役会の決議により権

利行使を認めることが相当であると

承認された場合には、取締役会の決

議で定めた期間に限り、権利行使資

格を喪失していないものとみなす。

その他細目については、平成17年１

月19日開催の臨時株主総会決議及び

今後の取締役会決議に基づき、当社

と対象取締役・従業員の間で締結す

る新株予約権付与契約による。

同左
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事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の質入その他の処分は認

めない。

また、新株予約権を譲渡するときは、

取締役会の承認を要するものとす

る。

同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項

－ － 

（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者に係る、新株

予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数が減少している。

２．平成18年３月３日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付で１株を３株とする株式分割を行なってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

３．行使価額は、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満

の端数は切り上げる。

調整後行使価額　＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率

新株予約権発行後、当社が調整前の行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使

により新株式を発行又は自己株式を処分する場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

行使価額
＝

既発行

株式数
×

調整前

行使価額
＋
新発行株式数（又は処

分する自己株式数）
×
１株当たり払込金額(又は１株

当たりの処分価額）

既発行株式数　＋　新発行株式数（又は処分する自己株式数）

また、その時点における行使価額を下回る価額により新株式の発行又は自己株式の移転を受けることができる新株

予約権又は新株予約権が付された新株予約権付社債の発行が行われる場合にも上記調整式によって調整される。

当社が他社と吸収合併を行う場合において、合併契約書により新株予約権を存続会社において承継することが認め

られたとき、又は当社が会社分割を行う場合において、分割によって設立された会社若しくは分割によって営業を

承継する会社が新株予約権にかかる当社の義務を承継する場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

② 平成17年１月19日臨時株主総会決議（平成17年３月18日取締役会決議）

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個）（注）１ 6 6

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個)  －  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）

（注）１．２
18 18

新株予約権の行使時の払込金額（円）

（注）２．３
66,667 66,667

新株予約権の行使期間
 自　平成19年１月19日

 至　平成23年１月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円）（注）２

 発行価格　　 66,667

 資本組入額　 33,334

同左

同左
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事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の行使の条件

対象者は、新株予約権の権利行使時

においても、当社又は当社子会社の

取締役若しくは従業員の地位（以下

「権利行使資格」という。）を保有

していることを要する。ただし、対象

者の自己都合以外による退職、退任

等の場合、取締役会の決議により権

利行使を認めることが相当であると

承認された場合には、取締役会の決

議で定めた期間に限り、権利行使資

格を喪失していないものとみなす。

その他細目については、平成17年１

月19日開催の臨時株主総会決議及び

今後の取締役会決議に基づき、当社

と対象取締役・従業員の間で締結す

る新株予約権付与契約による。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の質入その他の処分は認

めない。

また、新株予約権を譲渡するときは、

取締役会の承認を要するものとす

る。

同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項

－ － 

（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者に係る、新株

予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数が減少している。

２．平成18年３月３日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付で１株を３株とする株式分割を行なってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

３．行使価額は、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満

の端数は切り上げる。

調整後行使価額　＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率

新株予約権発行後、当社が調整前の行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使

により新株式を発行又は自己株式を処分する場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

行使価額
＝

既発行

株式数
×

調整前

行使価額
＋
新発行株式数（又は処

分する自己株式数）
×
１株当たり払込金額(又は１株

当たりの処分価額）

既発行株式数　＋　新発行株式数（又は処分する自己株式数）

また、その時点における行使価額を下回る価額により新株式の発行又は自己株式の移転を受けることができる新株

予約権又は新株予約権が付された新株予約権付社債の発行が行われる場合にも上記調整式によって調整される。

当社が他社と吸収合併を行う場合において、合併契約書により新株予約権を存続会社において承継することが認め

られたとき、又は当社が会社分割を行う場合において、分割によって設立された会社若しくは分割によって営業を

承継する会社が新株予約権にかかる当社の義務を承継する場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。
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③ 平成17年６月23日定時株主総会決議（平成17年７月19日取締役会決議）

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個）（注）１ 　12 　12

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）

１．２
36 　36

新株予約権の行使時の払込金額（円）

（注）２．３
      123,334 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年６月23日

至　平成23年６月22日

同左

 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円）（注）２

　発行価格　　 123,334

　資本組入額　  61,667

同左

同左

新株予約権の行使の条件

対象者は、新株予約権の権利行使時

においても、当社又は当社子会社の

取締役若しくは従業員の地位（以下

「権利行使資格」という。）を保有

していることを要する。ただし、対象

者の自己都合以外による退職、退任

等の場合、取締役会の決議により権

利行使を認めることが相当であると

承認された場合には、取締役会の決

議で定めた期間に限り、権利行使資

格を喪失していないものとみなす。

その他細目については、平成17年６

月23日開催の定時株主総会決議及び

今後の取締役会決議に基づき、当社

と対象取締役・従業員の間で締結す

る新株予約権付与契約による。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の質入その他の処分は認

めない。

また、新株予約権を譲渡するときは、

取締役会の承認を要するものとす

る。

同左

代用払込みに関する事項  －  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項

 －  －

（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者に係る、新株

予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数が減少している。

２．平成18年３月３日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付で１株を３株とする株式分割を行なってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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３．行使価額は、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満

の端数は切り上げる。

調整後行使価額　＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率

新株予約権発行後、当社が調整前の行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使

により新株式を発行又は自己株式を処分する場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

行使価額
＝

既発行

株式数
×

調整前

行使価額
＋
新発行株式数（又は処

分する自己株式数）
×
１株当たり払込金額(又は１株

当たりの処分価額）

既発行株式数　＋　新発行株式数（又は処分する自己株式数）

また、その時点における行使価額を下回る価額により新株式の発行又は自己株式の移転を受けることができる新株

予約権又は新株予約権が付された新株予約権付社債の発行が行われる場合にも上記調整式によって調整される。

当社が他社と吸収合併を行う場合において、合併契約書により新株予約権を存続会社において承継することが認め

られたとき、又は当社が会社分割を行う場合において、分割によって設立された会社若しくは分割によって営業を

承継する会社が新株予約権にかかる当社の義務を承継する場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　記載事項はありません。　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

 　　　　 該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成17年４月19日

（注）１
155 14,835 15,500 332,500 15,500 273,032

平成17年８月３日

（注）２
1,270 16,105 234,950567,450234,950 507,982

平成17年９月16日

（注）３
100 16,205 18,500 585,950 18,500 526,482

平成17年11月28日

（注）４
3,100 19,305 988,1251,574,0751,404,7651,931,247

平成17年12月27日

（注）５
600 19,905 191,2501,765,325271,8902,203,137

平成18年４月１日

（注）６
39,810 59,715 － 1,765,325 － 2,203,137

平成18年４月１日～

  平成19年３月31日

（注）７

147 59,862 4,9001,770,2254,899 2,208,037

平成19年４月１日～

  平成20年３月31日

（注）７

6 59,868 200 1,770,425 199 2,208,237

平成21年７月24日

（注）８
－ 59,868 － 1,770,425△1,104,1181,104,118

（注）１.　有償第三者割当

発行価格　　 200,000円

資本組入額　 100,000円

割当先: 電通ドットコム第二号投資事業有限責任組合（155株）

２.　有償第三者割当

発行価格　　 370,000円

資本組入額　 185,000円

割当先: 株式会社ＡＣＣＥＳＳ（805株）、日本テレビ放送網株式会社（155株）

株式会社テレビ朝日（155株）、株式会社テレビ東京（155株）

３． 有償第三者割当

発行価格　　 370,000円

資本組入額　 185,000円

割当先：株式会社アートバンク（100株）

４． 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　 771,900円

資本組入額　 318,750円

払込金総額 2,392,890千円

５.  有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

発行価格　　 771,900円

資本組入額　 318,750円

割当先：野村證券株式会社（600株）

６． 株式分割（１：３）によるものであります。

７． 新株予約権の行使によるものであります。   

８． 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります。

　

EDINET提出書類

株式会社ナノ・メディア(E05534)

有価証券報告書

24/85



（６）【所有者別状況】

 平成22年３月31日現在

区分

株式の状況
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
－ 2 18 36 7 2 2,884 2,949 －　

所有株式数

（株）
－ 845 891 37,025 333 2 20,77259,868 －

所有株式数

の割合

（％）

－ 1.41 1.49 61.84 0.56 0.00 34.70100.00 －　

 

（７）【大株主の状況】

 平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 伊藤忠商事株式会社  東京都港区北青山２－５－１ 30,714 51.30

 株式会社ＡＣＣＥＳＳ  東京都千代田区猿楽町２－８－16 2,415 4.03

 白石　和弘  東京都品川区 2,344 3.91

 早原　浩三  兵庫県西宮市 1,820 3.04

 大川　徹  東京都港区 1,360 2.27

 日本証券金融株式会社  東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 841 1.40

 株式会社フジ・メディア・

 ホールディングス
 東京都港区台場２－４－８ 465 0.78

 株式会社東京放送ホール

 ディングス
 東京都港区赤坂５－３－６ 465 0.78

 日本テレビ放送網株式会社  東京都港区東新橋１－６－１ 465 0.78

 株式会社テレビ朝日  東京都港区六本木６－９－１ 465 0.78

 株式会社テレビ東京  東京都港区虎ノ門４－３－12 465 0.78

計 － 41,819 69.85

（注）株式会社東京放送ホールディングスは平成21年４月１日付で、株式会社東京放送から商号変更しております。　
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 59,868 59,868 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 59,868 － －

総株主の議決権 － 59,868 －

 

②【自己株式等】

　 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

― ― － － － －

計 ― － － － －

（９）【ストックオプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行する方法によるものであり

ます。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

　　①　平成17年１月19日臨時株主総会決議（平成17年１月19日取締役会決議）

　決議年月日 平成17年１月19日

　付与対象者の区分及び人数（名）
　取締役　３名

　従業員　47名

　新株予約権の目的となる株式の種類 　「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

　株式の数（株） 　同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　同上

新株予約権の行使期間 　同上

新株予約権の行使の条件 　同上

新株予約権の譲渡に関する事項 　同上

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －
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　　②　平成17年１月19日臨時株主総会決議（平成17年３月18日取締役会決議）

　決議年月日 平成17年１月19日

　付与対象者の区分及び人数（名） 　従業員　８名

　新株予約権の目的となる株式の種類 　「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

　株式の数（株） 　同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　同上

新株予約権の行使期間 　同上

新株予約権の行使の条件 　同上

新株予約権の譲渡に関する事項 　同上

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

 

　　③　平成17年６月23日定時株主総会決議（平成17年７月19日取締役会決議）

　決議年月日 平成17年６月23日

　付与対象者の区分及び人数（名）
　取締役　１名

　従業員　15名

　新株予約権の目的となる株式の種類 　「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

　株式の数（株） 　同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　同上

新株予約権の行使期間 　同上

新株予約権の行使の条件 　同上

新株予約権の譲渡に関する事項 　同上

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

          該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　 該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

          該当事項はありません。
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３【配当政策】

当社は、株主への長期的かつ安定的な利益還元を重要な経営課題として認識しており、毎期の業績、財政状況を勘

案しながら検討していく所存であります。

当社は、期末配当と中間配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当

の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。また、取締役会の決議によ

り、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　当事業年度の配当につきましては、株主への長期的かつ安定的な利益還元を重要な経営課題として認識しており、

毎期の業績、財政状況を勘案しながら検討していく所存であります。しかしながら、当社は未だ成長過程であること

から、企業体質の強化、将来の積極的な事業投資および内部留保の充実を図るために配当を行っておりません。

　今後につきましては、将来の事業拡大のために必要な内部留保とのバランスを図りながら毎期の業績、財政状況を

勘案し、配当による株主への利益還元を検討していく所存であります。

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

 

最高（円） 

 

3,060,000
952,000 221,000 58,000 51,300

□832,000

 

 最低（円）

    

1,030,000
173,000 36,300 15,500 15,910

□603,000

（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

２．□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月平成21年11月平成21年12月平成22年１月 平成22年２月 平成22年３月

最高（円） 27,200 25,300 30,200 44,300 51,300 49,300

最低（円） 22,200 18,500 19,000 22,500 33,100 36,100

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長
― 星野　洋 昭和38年９月28日生

昭和61年４月伊藤忠商事㈱入社

平成20年７月

平成21年４月

平成21年６月　

　

平成22年４月　

当社社長室長

当社ソリューション部門長

当社取締役 ソリューション部

門分掌　

当社代表取締役社長（現任）　

（注）３ 2

取締役  管理部門分掌 根岸　成行 昭和35年１月15日生

昭和58年４月伊藤忠商事㈱入社

平成17年４月伊藤忠ケーブルシステム㈱出向

平成17年７月同社取締役

平成20年５月当社経営企画・管理部門分掌役

員付

平成20年６月

　

平成21年11月　

　

平成22年６月　

当社取締役 経営企画・管理部

門分掌

当社取締役 経営企画・管理部

門分掌 兼 経営企画部門長

当社取締役 管理部門分掌（現

任）　

（注）３ －

取締役　

経営企画部門分

掌　兼　経営企画

部門長

石井　知紀 昭和46年９月22日生

平成７年４月 三洋証券㈱入社

平成８年８月

平成15年３月　

　

平成18年10月　

平成21年11月　

　

平成22年４月　

平成22年６月

㈱オークネット入社　

㈱アイラテ（現㈱ナノ・メディ

ア）入社　

当社経営企画部門長　　

当社エンタテインメント部門長

代行　

当社営業部門長代行　

当社取締役 経営企画部門分掌　

兼 経営企画部門長（現任）　

（注）３ 22

取締役

（非常勤）
― 新宮　達史 昭和39年７月９日生

昭和62年４月伊藤忠商事㈱入社

平成15年６月当社取締役　

平成20年５月伊藤忠商事㈱モバイル＆ワイヤ

レス部長

平成20年６月当社取締役（現任）

平成21年４月伊藤忠商事㈱モバイルネット

ワークビジネス部長（現任）

（注）３ －

取締役

（非常勤）
― 福岡　智彦 昭和29年10月29日生

昭和53年４月㈱渡辺プロダクション入社　

昭和60年５月

平成10年10月

　

平成13年２月

平成16年８月

　　

平成19年10月

平成20年５月

平成21年４月

平成22年４月

平成22年６月　

㈱エピックソニー入社

㈱ソニーミュージックエンター

テインメント転籍

㈱ＮＴＴドコモ出向

㈱レコミュニ（現オトトイ㈱）

設立　代表取締役社長　

バウンディ㈱入社

同社取締役

同社常務取締役　

同社代表取締役社長（現任）

当社取締役（現任）　

（注）３ －

常勤監査役 ― 鈴木　寿 昭和22年５月20日生

昭和45年４月伊藤忠商事㈱入社

平成12年４月JSAT㈱入社

平成17年５月同社総務部長

平成18年６月

平成18年７月　

当社監査役

当社常勤監査役（現任）　

（注）４ －

監査役

（非常勤）
― 石垣　晃嗣 昭和19年10月6日生

昭和43年４月伊藤忠商事㈱入社

平成13年６月ヤヨイ食品㈱監査役

平成20年６月当社監査役（現任）

（注）５ －

監査役

（非常勤）
― 数面　浩尚 昭和46年３月25日生

平成６年４月 宇部興産㈱入社

平成18年１月伊藤忠商事㈱入社

平成18年６月当社監査役(現任)

平成21年４月伊藤忠商事㈱情報通信・航空電

子カンパニー事業統括部所属

（現任）

（注）４ 　－
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役

（非常勤）
― 美澤　臣一 昭和35年６月22日生

昭和59年４月

平成元年４月

平成９年７月

　

平成11年７月

　

平成12年６月

平成13年４月

平成14年10月

　

平成15年４月

西武建設㈱入社

大和証券㈱入社

ディー・ブレイン証券㈱設立　

代表取締役社長

トランス・コスモス㈱入社事業

企画開発本部副本部長

同社取締役

同社常務取締役事業推進本部長

同社専務取締役サービス開発本

部長

㈲MSアソシエイツ（現コ・クリ

エーションパートナーズ㈱）設

立　代表取締役社長（現任）

平成16年４月トランス・コスモス㈱専務取締

役CFO

平成17年７月　

平成17年10月　

　

平成20年９月　

平成21年７月　

　

　

平成22年６月　

ウタゴエ㈱取締役（現任）

カフェ・カンパニー㈱取締役

（現任）　

㈱マクロミル取締役（現任）

㈱フロンティアインターナショ

ナル監査役（現任）　

当社監査役（現任）　

（注）４ 　－

    計  　24

　（注）１．取締役新宮達史および福岡智彦は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役鈴木寿、石垣晃嗣、数面浩尚および美澤臣一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成22年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．平成22年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成20年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 　
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方

当社では、コーポレート・ガバナンスを重要な経営課題のひとつとして認識し、組織体制の継続的な改善・強化

や迅速な情報開示等により、経営の効率性、透明性の向上に努め、企業価値の最大化を図ることを基本方針としてお

ります。

②　当社の企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　　　当社は、当有価証券報告書提出日現在において、監査役設置会社の形態のもとで、社外取締役２名を含む５名より

成る取締役会、社外監査役４名より成る監査役会および会計監査人を設置しております。ガバナンスの構成とし

ては、当社の現状での業態に即した適切な規模であり効率的な経営が可能と考えております。また、社外取締役２

名、社外監査役４名を含んだ現状のガバナンス体制は、経営の透明性、公平性および経営監視の独立性確保に有効

であると判断しております。

　

③　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

イ．コーポレート・ガバナンス、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況

ａ．当社の機関・内部統制の関係 

 

ｂ．取締役会

取締役会は、取締役５名（うち２名は非常勤）で構成されており、非常勤取締役２名は社外取締役でありま

す。当有価証券報告書提出日をもって、当事業年度（第12期）末時点比較で、常勤取締役が１名減員、非常勤の

社外取締役が１名増員となっております。取締役会は、毎月開催される取締役会及び必要に応じて随時開催さ

れる臨時取締役会にて、業務執行に関する会社の意思を決定し、かつ代表取締役および各取締役の業務執行を

監督しております。

ｃ．監査役会

当社は監査役会制度を採用しております。監査役会は４名（うち３名は非常勤）で構成されており、４名と

も社外監査役であります。当有価証券報告書提出日をもって、非常勤の社外監査役が当事業年度（第12期）末

時点比較で１名増員となっております。当事業年度（第12期）においては、就任中の各監査役は、監査役会が定

めた監査の方針等に従い、取締役会への出席を含め、経営に対する適正な監視を行っております。また、内部監

査室及び会計監査人とは、必要の都度情報交換・意見交換等の連携により、内部統制組織の監視及び牽制を

行っております。なお、社外監査役のうち１名は、長年にわたり財務分野の業務に携わっており、財務及び会計
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に関する相当程度の知見を有しております。また、今般増員となった他の１名の社外監査役は、CFOとしての勤

務実績を有し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

ｄ．会計監査人

当社の会計監査人につきましては、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しております。

監査業務を執行した公認会計士は次のとおりであります。

　指定有限責任社員　業務執行社員　大庭　四志次　

指定有限責任社員　業務執行社員　池田　徹

会計監査に係る補助者は公認会計士２名及びその他３名で構成されております。

ｅ．法律顧問

当社は法律事務所と顧問契約を締結しており、法律問題全般に係る助言および指導を受ける体制を整えてお

ります。

ｆ．マネジメントコミティ

常勤取締役、常勤監査役、各部門長、事業部長、管理部長、経営企画部長等によって毎週開催されるマネジメン

トコミティにおいて、業務執行状況の把握と問題の検討、権限規程に定める事項の審査、取締役会決議事項の事

前審査などを行っております。

ｇ．内部監査室

社長直轄の下、内部監査室を設置し専任の内部監査担当を１名配置しております。内部監査室は、内部監査規

程に従い各種規程・通達及び申請フローの運用状況管理や事業効率性などに関する内部監査を担当し、社内業

務遂行フローの確認及び改善、または経営の合理化及び能率の向上等に努めており、その結果は社長および監

査役に報告されます。また、社外監査役及び会計監査人とは、必要の都度情報交換・意見交換等の連携をとり、

内部監査を行っております。

ロ．社外役員の員数、選任状況、企業統治において果たす機能・役割、並びに会社と社外取締役および社外監査役との

人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係の概要

　当社は、社外取締役２名と社外監査役４名を選任しております。　

　社外取締役である新宮達史は、親会社である伊藤忠商事株式会社の従業員でありますが、同社の関連会社の取締役

を歴任するなど経営経験が豊富で、かつ、モバイルビジネス事業領域における深い見識を有しており、当社の事業戦

略・遂行についての助言を得られることで、コーポレートガバナンスの強化が図られるため選任しております。同

じく社外取締役である福岡智彦は、長年にわたり音楽業界、インターネットでの音楽配信ビジネス等において豊富

な知識・経験を有していることから、当社の事業戦略・遂行についての助言を得られることで、コーポレートガバ

ナンスの強化が図られるため選任しております。なお、上記の社外取締役２名は、当社と資本関係または取引関係そ

の他の利害関係を有するものではありません。

　また、社外監査役である鈴木寿は、伊藤忠商事株式会社の出身でありますが、JSAT株式会社在職時の総務部長とし

ての知識・経験、および本人の知識・経験が当社の取締役の職務執行の監査に寄与すると考えられるため選任して

おります。同じく社外監査役である石垣晃嗣は、伊藤忠商事株式会社の出身でありますが、長年にわたり財務分野の

業務に携わっており、財務・会計に対する相当程度の知見を有していることに加えて、ヤヨイ食品株式会社におい

て常勤監査役としての経験を有しており、本人の知識・経験が当社の取締役の職務執行の監査に寄与すると考えら

れるため選任しております。同じく社外監査役である数面浩尚は、伊藤忠商事株式会社の従業員でありますが、同社

の関連会社の監査役を歴任するなど経営監視の経験が豊富で、本人の知識・経験が当社の取締役の職務執行の監査

に寄与すると考えられるため選任しております。同じく社外監査役である美澤臣一は、経営者としての豊富な知識

・経験を有しているのに加えて、トランス・コスモス株式会社在職時に専務取締役CFOとしての勤務実績を有し、財

務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、これらの知識・経験が当社の監査体制の強化に貢献できると判

断し選任しております。さらに、美澤臣一については、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出てお

り、少数株主の利益代表として行動する独立役員としての役割をも担うことを期待しております。なお、上記の社外

監査役４名は、当社と資本関係または取引関係その他利害関係を有するものではありません。

　当社と社外取締役新宮達史ならびに社外監査役鈴木寿、石垣晃嗣及び数面浩尚とは、会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任

の限度額は、取締役新宮達史は1,000万円または法令が定める額のいずれか高い額、常勤監査役鈴木寿、監査役石垣

晃嗣および監査役数面浩尚は1,000万円または法令が定める額のいずれか高い額としております。また、当有価証券

報告書提出日をもって、あらたに就任した取締役福岡智彦及び監査役美澤臣一と会社との間では、会社法第427条第

１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基

づく損害賠償責任の限度額は、取締役福岡智彦は1,000万円または法令が定める額のいずれか高い額、監査役美澤臣

一は1,000万円または法令が定める額のいずれか高い額としております。　

ハ．社外取締役・社外監査役による監督・監査と内部監査・監査役監査・会計監査との相互連携や内部統制部門

　　との関係

　当社の監査役は全員社外監査役ですが、1名の常勤監査役を中心に、日常的に取締役の職務執行の適法性の監査機

能を果たしており、最近事業年度においては監査役会を年間34回開催し、監査の状況等の確認、意見交換を行ってお
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ります。また上記③イｃに記載の通り、内部監査室及び会計監査人とは、必要の都度情報交換・意見交換等の連携に

より、内部統制組織の監視及び牽制を行っております。　

　

④　内部統制システムおよびリスク管理体制の整備の状況

当社は、取締役、使用人が法令および定款を遵守し、倫理を尊重する行動ができるように「ナノ・メディア企業行

動基準」および「ナノ・メディアグループ コンプライアンスプログラム」を定めています。また、業務運営を適正

かつ、効率的に遂行するために、会社業務の意思決定および業務実施に関する各種社内規程を定めています。かつこ

れらの徹底を図るため平成19年５月１日にコンプライアンス室を発足させコンプライアンス体制を構築し、コンプ

ライアンスの維持・向上をはかるための啓蒙・教育の徹底、定期的なモニターを実施しています。

特に情報セキュリティについては、横断的な組織としての情報セキュリティ委員会を設置し、個人情報保護の指

導徹底を行っております。平成16年12月に情報セキュリティ管理の国内規格ISMS適合性評価制度「ISMS認証基準

(Ver.2.0)」と英国規格「BS7799-2:2002」の認証を取得いたしました。また、国際標準機構（ISO）が情報セキュリ

ティマネジメントの国際基準として「ISO27001」の規格化したことをうけ、平成19年１月には移行審査を経て、

「ISO/IEC27001:2005」及び「JIS Q 27001:2006」の認証を取得し、今後ますます高い安全性が求められる情報資

産のセキュリティと信頼性の向上を最重要課題と位置付け、適切な管理体制の構築と運用に取り組んでおります。

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会勢力および団体とは断固として対決することを基本方針と

しています。「ナノ・メディア企業行動基準」において「反社会勢力および団体との対決」を明文化し、企業とし

て反社会勢力との関係遮断を役員・従業員に対し周知徹底しています。また、社団法人警視庁管内特殊暴力防止対

策連合会の正会員となり、対応責任者を置き、反社会勢力に関する情報の収集、研修の参加、また対応の連携を図っ

ております。

⑤　役員報酬の内容ならびに報酬の算定方法の決定に関する方針

平成22年３月期における当社の取締役および監査役に対する報酬は以下のとおりです。

　　　　なお、役員に支払った報酬の種類は基本報酬のみであります。

社外取締役を除く取締役に支払った報酬 59,145千円

社外監査役を除く監査役に支払った報酬 －千円

社外役員に支払った報酬 17,952千円

合計 77,097千円

　　　　社外取締役および社外監査役のうち各１名に支払った報酬はありません。

　　取締役への報酬については、その一部分を業績連動型としており、連単両方の経営定量計画に対するその達成度を

指標としています。監査役への報酬については、業績に連動させず、取締役の報酬を参考にして決定しています。

　　⑥　取締役の定数および選任の決議要件

当社の取締役は10名以内とし、その選任の決議につきましては、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもってこれをなす旨及び累積投票によらない旨を定款

に定めております。

⑦　自己の株式の取得の決定要件

当社では、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行できるようにする為、会社法第165条第２項の規定

により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得できる旨を定款で定めております。

⑧　株主総会の特別決議要件

当社では、株主総会における特別決議の定足数の確保をより確実にする為、会社法第309条第２項に定める決議に

つきまして、議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上

をもってこれをなす旨を定款に定めております。

⑨　監査役の定数

当社の監査役は５名以内とする旨を定款で定めております。

⑩　取締役及び監査役の損害賠償責任

当社では取締役及び監査役がその職務の遂行にあたって期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第423

条第１項に定める取締役及び監査役の損害賠償責任につき、法令の限度において取締役会の決議により免除するこ

とができる旨を定款で定めております。

⑪　中間配当
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当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎

年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

　

⑫　株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　　４銘柄、　136,286千円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的 　　　　      

該当する上場投資株式は保有しておりません。

　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）

 30,000  1,237  25,500  －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前事業年度）

　　該当事項はありません。

（当事業年度）

　　該当事項はありません。　

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）

　　財務報告に係る内部統制に関する助言・指導業務であります。

（当事業年度）　

　　該当事項はありません

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月

31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の財務諸表について、監

査法人トーマツにより監査を受け、当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。 

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。 

　

３．連結財務諸表について

　当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）において、当社は子会社がありませんので、連結財務諸

表を作成しておりません。

　

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて　
　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を適

切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確な対応をすることができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、監査法人等が行う研修会等に参加しております。　　
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,639,568

受取手形及び売掛金 624,002

仕掛品 477

預け金 1,000,000

その他 107,552

貸倒引当金 △3,577

流動資産合計 3,368,024

固定資産

有形固定資産

建物 27,301

減価償却累計額 △8,884

建物（純額） 18,417

工具、器具及び備品 307,947

減価償却累計額 △272,659

工具、器具及び備品（純額） 35,287

リース資産 2,874

減価償却累計額 △928

リース資産（純額） 1,945

有形固定資産合計 55,650

無形固定資産

ソフトウエア 101,328

その他 3,660

無形固定資産合計 104,989

投資その他の資産

投資有価証券 120,800

長期貸付金 35,000

その他 105,195

貸倒引当金 △35,504

投資その他の資産 225,491

固定資産合計 386,130

資産合計 3,754,155
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 365,798

未払法人税等 4,269

その他 142,764

流動負債合計 512,832

固定負債

長期未払金 2,433

その他 1,214

固定負債合計 3,647

負債合計 516,480

純資産の部

株主資本

資本金 1,770,425

資本剰余金 2,208,237

利益剰余金 △740,987

株主資本合計 3,237,674

少数株主持分 －

純資産合計 3,237,674

負債純資産合計 3,754,155
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 3,799,518

売上原価 2,511,677

売上総利益 1,287,841

販売費及び一般管理費 ※1
 1,708,368

営業損失（△） △420,527

営業外収益

受取利息 5,962

受取配当金 100

その他 67

営業外収益合計 6,129

営業外費用

支払利息 121

為替差損 704

営業外費用合計 825

経常損失（△） △415,223

特別利益

違約金収入 50,000

特別利益合計 50,000

特別損失

固定資産売却損 ※2
 3,872

固定資産除却損 ※3
 47,417

減損損失 ※4
 545,514

投資有価証券評価損 2,500

会員権売却損 19,229

事業整理損 ※5
 88,228

特別損失合計 706,761

税金等調整前当期純損失（△） △1,071,985

法人税、住民税及び事業税 2,813

法人税等調整額 84,240

法人税等合計 87,053

少数株主損失（△） △60,805

当期純損失（△） △1,098,233
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,770,425

当期変動額

当期変動額合計 －

当期末残高 1,770,425

資本剰余金

前期末残高 2,208,237

当期変動額

当期変動額合計 －

当期末残高 2,208,237

利益剰余金

前期末残高 357,245

当期変動額

当期純損失（△） △1,098,233

当期変動額合計 △1,098,233

当期末残高 △740,987

株主資本合計

前期末残高 4,335,907

当期変動額

当期純損失（△） △1,098,233

当期変動額合計 △1,098,233

当期末残高 3,237,674

少数株主持分

前期末残高 60,805

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △60,805

当期変動額合計 △60,805

当期末残高 －

純資産合計

前期末残高 4,396,713

当期変動額

当期純損失（△） △1,098,233

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △60,805

当期変動額合計 △1,159,038

当期末残高 3,237,674
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △1,071,985

減価償却費 273,085

減損損失 545,514

のれん償却額 144,464

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11,224

返品調整引当金の増減額（△は減少） 32,847

受取利息及び受取配当金 △6,062

支払利息 121

固定資産売却損益（△は益） 3,872

固定資産除却損 47,417

投資有価証券評価損益（△は益） 2,500

会員権売却損益（△は益） 19,229

事業整理損失 88,228

売上債権の増減額（△は増加） 196,876

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,003

仕入債務の増減額（△は減少） △24,477

預り金の増減額（△は減少） 5,192

その他 △75,639

小計 194,413

利息及び配当金の受取額 6,062

利息の支払額 △121

法人税等の支払額 △1,827

営業活動によるキャッシュ・フロー 198,527

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △28,337

無形固定資産の取得による支出 △85,001

無形固定資産の売却による収入 2,205

会員権の売却による収入 6,251

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出 ※2

 △125,904

長期貸付金の回収による収入 150,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △80,786

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △930

財務活動によるキャッシュ・フロー △930

現金及び現金同等物に係る換算差額 △704

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 116,105

現金及び現金同等物の期首残高 2,523,463

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 2,639,568
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　

１．連結の範囲に関する事項 　前連結会計年度において連結の範囲に含

めていた株式会社NANOぴあは、平成21年２

月２日付で当社が保有するすべての株式

を譲渡したため、連結の範囲から除外して

おります。また、前連結会計年度において

連結の範囲に含めていた株式会社ジェイ

・マーチは平成21年３月24日付で当社が

吸収合併しております。このため、当連結

会計年度末においては連結子会社はなく、

連結貸借対照表は、個別貸借対照表と一致

しております。

　

 (2) 非連結子会社の名称

　　該当事項はありません。　

　

２．持分法の適用に関する事

項

持分法適用会社はありません。 　

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　株式会社NANOぴあは平成21年２月２日付

で当社が保有するすべての株式を譲渡し

たため、平成21年１月１日をみなし売却日

として、同日までの損益計算書を連結して

おります。また、株式会社ジェイ・マーチ

は平成21年３月24日付で当社に吸収合併

されたため、平成21年3月23日までの損益

計算書を連結しております。

　

４．会計処理基準に関する事

項

 　

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①  有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法を採用

　　　しております。

　

 ②  たな卸資産

　　商品

　　　移動平均法による原価法（貸借対

　　照表価額ついては収益性の低下に基

　　づく簿価切下げの方法により算定）

　　を採用しております。　　　　　　

 

      仕掛品

　　　 個別法による原価法（貸借対照表

　　 価額は収益性の低下に基づく簿価切

     下げの方法により算定）を採用して

     おります。
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　

  　（会計方針の変更） 

　従来、たな卸資産の評価基準は原価

法によっておりましたが、当連結会計

年度より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号　平

成18年７月５日）が適用されたこと

に伴い、原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用して

おります。

　なお、これによる損益に与える影響

はありません。

　

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①  有形固定資産（リース資産を除く）

　  定率法を採用しております。

　  ただし、建物については定額法によ

  っております。

　  なお、主な耐用年数は次のとおりで

  あります。

  建物　　　　　　　　３～18年

  工具、器具及び備品　２～15年 

　

 ②  無形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法を採用しております。

 　 なお、自社利用のソフトウエアにつ

　いては、社内における見込利用可能期

　間（２年～５年）に基づいておりま

　す。 

　

 ③  リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価

　額を零とする定額法を採用しておりま

　す。

　

(3）重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるた

　め、一般債権については貸倒実績率に

　より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

　いては個別に回収可能性を勘案し、回

　収不能見込額を計上しております。　

　

 ②　返品調整引当金

 　 出版物の返品による損失に備えるた

　め、出版事業に係る売掛金残高に対し

　て、一定期間の返品実績率に基づく損

　失見込額を計上しております。

　

(4）重要なリース取引の処

理方法

――― 　

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理

　は税抜方式によっております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価方

　法は全面時価評価法によっておりま　

　す。

　

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

  のれんについては５年間で均等償却

しております。

　

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　　手許現金、随時引出し可能な預金及

　び容易に換金可能であり、かつ、価値

　の変動について僅少なリスクしか負わ

　ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

　の到来する短期投資からなっておりま

　す。

　

 

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年1月18日（日本公認会計士

協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適

用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、前会計年度末

における未経過リース料期末残高相当額（利息相当額控

除後）を取得価額とし、期首に取得したものとしてリース

資産に計上する方法によっております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。 

　

 

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　　

（連結貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連結

会計年度から「商品及び製品」及び「仕掛品」に区分掲

記しております。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」

に含まれる「商品及び製品」及び「仕掛品」は、それぞれ

271千円及び2,749千円であります。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）において該当事項はありません。

 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

　

給与  　  633,524千円

支払手数料      260,086

貸倒引当金繰入額  　　 11,224

　

 ※２　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

工具、器具及び備品  　 　   230千円

ソフトウエア        3,641  

 計        3,872千円

　

 ※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物  　 　 4,285千円

工具、器具及び備品  　    1,386  

ソフトウエア        3,237  

ソフトウエア仮勘定       38,508  

 計    　 47,417千円

　

 ※４　減損損失

　当連結会計年度において、以下の資産グループについ

て減損損失を計上いたしました。

　

場所 用途 種類

本　 社

(東京都港区)
事業用資産

建物

工具、器具　及び備品　

ソフトウエア

その他

－ － のれん

　

  (1) 減損損失の認識に至った経緯

　事業用資産については、SNS事業およびロイヤリティ事

業の収益性の低下等により、のれんについては、出版事

業を行う株式会社NANOぴあの売却を意思決定したこと

および株式会社ジェイ・マーチにおいて想定していた

収益が見込めなくなったことにより資産または資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上しております。
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　　

  (2) 減損損失の内訳 　

　　　事業用資産 

建物 1,626千円

工具、器具及び備品 3,982 

ソフトウエア 62,905 

その他 1,288 

　　　のれん

株式会社NANOぴあ 338,535千円

株式会社ジェイ・マーチ 137,174 

　

  (3) グルーピングの方法

　事業用資産については管理会計上の事業部単位ごとに

グルーピングしております。

　

  (4) 回収可能価額の算定方法　

　事業用資産およびのれんは、主に正味売却価額により

測定し、正味売却価額は零と評価しています。

　

※５　事業整理損

 　 　 連結子会社であった株式会社NANOぴあが行っていた

　　 出版事業の整理に伴う損失であり、その内訳は次のと

　　 おりであります。

貸倒引当金繰入額 35,000千円

債権放棄損 53,228 

 計 88,228千円

　

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 59,868 － － 59,868

合計 59,868 － － 59,868
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定  1,639,568千円

預け金  1,000,000　　　

現金及び現金同等物  2,639,568千円

 ※２  当連結会計年度に株式の売却により連結子会社で

　　　 なくなった会社の資産及び負債の主な内訳

         株式の売却により連結子会社でなくなった株式

　　　 会社NANOぴあの連結除外時点の資産及び負債の内

　　　 訳並びに株式の売却価額と売却による支出は、以

　　　 下の通りであります。

流動資産 574,953千円

固定資産 　　 1,299

流動負債  △338,024

固定負債  △150,000 

事業整理損   △88,228

売却価額  　　　－千円

現金及び現金同等物  △125,904

差引：子会社株式の売却による

　　　支出

 △125,904千円

 

（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　　

ファイナンス・リース取引（借主側） 

　所有権移転外ファイナンス・リース取引 

　

  (1) リース資産の内容

　　有形固定資産

　

　全社における電話設備等の「工具、器具及び備品」

であります。

  (2) リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４.会計処理に関する事項　(2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（有価証券関係）

　前連結会計年度末（平成21年３月31日）

　時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券（非上場株式） 120,800

 

（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）において、該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

　前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）において、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成16年その１

ストック・オプション
平成16年その２

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　３名

当社従業員　　47名
当社従業員　　８名

当社取締役　　１名

当社従業員　　15名　　

株式の種類別のストック・

オプションの数

（注）１．２

普通株式   　388株 普通株式　　　32株 普通株式　  　90株

付与日 平成17年２月10日 平成17年３月25日 平成17年７月29日

権利確定条件

　付与日（平成17年２月10

日）以降、権利確定日（平成

19年１月18日）まで継続し

て勤務していること。 

　付与日（平成17年３月25

日）以降、権利確定日（平成

19年１月18日）まで継続し

て勤務していること。  

　付与日（平成17年７月29

日）以降、権利確定日（平成

19年６月22日）まで継続し

て勤務していること。  

対象勤務期間
 自　平成17年２月10日

 至　平成19年１月18日

 自　平成17年３月25日

 至　平成19年１月18日

 自　平成17年７月29日

 至　平成19年６月22日

権利行使期間

　 権利確定後平成23年１月

 31日まで。ただし、権利確

 定後退職した場合は、退職

 の日まで。

 同左

 

 

 

  権利確定後平成23年６月

22日まで。ただし、権利確定

後退職した場合は、退職の日

まで。 

（注）１．平成18年４月１日付で１株につき３株の株式分割を行っております。　

２．株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成21年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成16年その１

ストック・オプション
平成16年その２

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）             

前連結会計年度末 － － －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － －

権利確定後　　　　　　（株）             

前連結会計年度末 759 30 162

権利確定 － － －

権利行使 － － －

失効 132 12 42

未行使残 627 18 120

 

②　単価情報

 
平成16年その１

ストック・オプション
平成16年その２

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 66,667 66,667 123,334

行使時平均株価　　　　　（円） － － －

付与日における公正な評価単価

（円）
－ － －
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

　

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 　

（流動資産）   

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,455千円

未払事業税 806 

その他 1,561 

繰延税金資産（流動）小計 3,823 

評価性引当額  △3,823 

繰延税金資産（流動）合計 － 千円

（固定資産）      

繰越欠損金 493,159千円

固定資産減価償却限度超過額 14,168 

一括償却資産損金算入限度超過額 445 

減損損失否認 23,375 

投資有価証券評価損否認 17,089 

貸倒引当金損金算入限度超過額 14,446 

その他 989 

繰延税金資産（固定）小計 563,675 

評価性引当額 △563,675 

繰延税金資産（固定）合計 － 千円

　

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.87 

評価性引当額 △50.08 

子会社整理損の調整 8.59 

のれん減損損失等の計上 △6.24 

住民税均等割 △0.26 

その他 0.05 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △8.12 
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（企業結合等関係）

　前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日） 

　　共通支配下の取引等

１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的

を含む取引の概要

（１）対象となった事業の名称及びその事業の内容

　　　事業の名称　　エンタテインメント事業

　　　事業の内容　　コミュニティサイトの運営及びリサーチ・マーケティング

（２）企業結合の法的形式

株式会社ナノ・メディア（当社）を吸収合併承継会社、株式会社ジェイ・マーチ（当社の連結子会社）

を吸収合併消滅会社とする吸収合併

（３）結合後企業の名称

　株式会社ナノ・メディア（当社）

（４）取引の目的を含む取引の概要

管理コストの削減と親会社である株式会社ナノ・メディア（当社）とのより一層のシナジーを図るた

め、平成21年３月24日付で完全子会社である株式会社ジェイ・マーチを吸収合併いたしました。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成19年11月15日公表分）に

基づき、共通支配下の取引として処理しております。 
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 
エンタテインメ
ント事業
（千円）

メディア事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益                     

売上高                     

(1）外部顧客に対する売

上高
1,975,4961,824,0223,799,518 － 3,799,518

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － －

計 1,975,4961,824,0223,799,518 － 3,799,518

営業費用 2,055,2321,836,4723,891,704328,3414,220,046

営業損失（△） △79,735 △12,450 △92,186 (328,341)△420,527

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出
                    

資産 655,641 290,290 945,9312,808,2233,754,155

減価償却費 49,919 215,620 265,540 7,545 273,085

減損損失 170,570 374,943 545,514 － 545,514

資本的支出 44,774 67,532 112,306 164 112,471

（注）１．事業区分の方法

現に採用している売上集計区分に基づき、提供している役務の種類の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要なサービス

事業区分 主要なサービス

 エンタテインメント事業
 携帯電話向けエンタテインメント系コンテンツの配信事業

 コミュニティサイトの運営及びリサーチ・マーケティング事業

 メディア事業  携帯電話向けTV番組情報配信事業及びそのサービスを利用した各種サービス・出版事業

 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は328,341千円であり、その主なものは

当社の経営企画部・管理部等の管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、2,808,223千円であり、その主なものは、当社の

余資（現預金）及び当社の経営企画部・管理部等の管理部門に係る資産であります。　

 

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

          本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 　　　　 海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び「関

連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用しており

ます。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。　 

１．関連当事者との取引

　　　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　　　連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等　

種類
会社等の
名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
伊藤忠商

事㈱

東京都

港区
202,241総合商社

(被所有)

直接 51.3

 

サイトの運営

受託等

役員の兼任　

サイトの運

営受託

(注)２

482,923売掛金 123,695

コンサルタ

ント業務受

託

(注)２

102,038売掛金 6,243

資金の預入

(注)３、４
1,000,000預け金 1,000,000

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 

２．取引条件については、当社と関連を有さない第三者との取引における一般的取引条件と同様に決定し

ております。

３．資金の預入に係る利率については、市場金利を勘案して決定しております。

４．資金の預入は当社と伊藤忠商事株式会社との間での消費寄託契約に基づくものであります。 

２．親会社又は 重要な関連会社に関する注記

　　　親会社情報

　　　伊藤忠商事株式会社（東京証券取引所に上場） 
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　　

 １株当たり純資産額       54,080.22円

 １株当たり当期純損失金額       18,344.24円

　 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

 ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

 あるため記載しておりません。

　

（注）　１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　　

１株当たり当期純損失金額     　

  当期純損失（千円） 1,098,233 　

　普通株主に帰属しない金額（千円） － 　

  普通株式に係る当期純損失（千円） 1,098,233 　

  期中平均株式数（株） 59,868 　

     　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     　

　当期純利益調整額（千円） － 　

　普通株式増加数（株） － 　

　（うち新株予約権） (－) 　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 新株予約権３種類

 平成17年１月19日取締役会決議

 ストックオプション

 （新株予約権209個）

 平成17年３月18日取締役会決議

 ストックオプション

 （新株予約権６個）

 平成17年７月19日取締役会決議

 ストックオプション

 （新株予約権40個）
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　　

（資本準備金の減少及びその他資本剰余金の処分）

　当社は、平成21年６月23日開催の第11回定時株主総会に

おいて、資本準備金の減少及びその他資本剰余金の処分に

ついて次のとおり決議いたしました。

　

１．資本準備金の減少及びその他資本剰余金処分の目的

　繰越利益剰余金の欠損の填補を行うとともに、今後の

資本政策の柔軟性および機動性を確保することを目的

としております。

２．資本準備金の減少及びその他資本剰余金処分の方法

（1）資本準備金の減少

　会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金の

一部を取り崩し、その他資本剰余金に振り替えるもの

であります。

（2）その他資本剰余金の処分

　会社法第452条の規定に基づき、その他資本剰余金の

処分により、繰越利益剰余金の欠損の填補を行うもの

であります。

３．資本準備金の減少額及び処分するその他資本剰余金

　　の額

　 資本準備金2,208,237,084円から1,104,118,542円を

 取り崩し、同額をその他資本剰余金に振り替えます。

 減少後の資本準備金の額は1,104,118,542円となりま

 す。また、上記その他資本剰余金から740,987,740円

 を繰越利益剰余金に振り替えます。 

４．日程

 取締役会決議　平成21年５月25日

 株主総会決議　平成21年６月23日

 効力発生日　　平成21年７月24日

　

　

（２）【その他】

　　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,639,568 1,597,192

受取手形 2,835 950

売掛金 ※
 621,167

※
 591,098

商品及び製品 － 187

仕掛品 477 －

前払費用 29,521 34,174

未収入金 52,118 37,676

預け金 ※
 1,000,000

※
 1,000,003

その他 25,912 3,766

貸倒引当金 △3,577 △2,480

流動資産合計 3,368,024 3,262,568

固定資産

有形固定資産

建物 27,301 27,301

減価償却累計額 △8,884 △10,475

建物（純額） 18,417 16,826

工具、器具及び備品 307,947 291,299

減価償却累計額 △272,659 △268,325

工具、器具及び備品（純額） 35,287 22,974

リース資産 2,874 2,874

減価償却累計額 △928 △1,857

リース資産（純額） 1,945 1,016

有形固定資産合計 55,650 40,818

無形固定資産

ソフトウエア 101,328 42,076

その他 3,660 4,882

無形固定資産合計 104,989 46,958

投資その他の資産

投資有価証券 120,800 136,286

長期貸付金 35,000 －

破産更生債権等 504 －

敷金 104,691 108,918

その他 － 835

貸倒引当金 △35,504 －

投資その他の資産合計 225,491 246,040

固定資産合計 386,130 333,817

資産合計 3,754,155 3,596,386
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 365,798 326,181

リース債務 922 966

未払金 60,913 47,411

未払費用 40,841 39,520

未払法人税等 4,269 6,322

未払消費税等 － 10,668

預り金 38,751 －

ポイント引当金 1,182 1,843

その他 152 21,590

流動負債合計 512,832 454,504

固定負債

リース債務 1,214 248

長期未払金 2,433 2,433

固定負債合計 3,647 2,681

負債合計 516,480 457,186

純資産の部

株主資本

資本金 1,770,425 1,770,425

資本剰余金

資本準備金 2,208,237 1,104,118

その他資本剰余金 － 363,130

資本剰余金合計 2,208,237 1,467,249

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △740,987 △98,474

利益剰余金合計 △740,987 △98,474

株主資本合計 3,237,674 3,139,199

純資産合計 3,237,674 3,139,199

負債純資産合計 3,754,155 3,596,386
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高

情報提供等売上高 ※1
 2,652,128

※1
 2,535,414

商品売上高 370 141

製品売上高 － 3,715

売上高合計 2,652,499 2,539,272

売上原価

情報提供等売上原価 1,722,578 1,409,214

商品売上原価 308 99

製品売上原価 － 7,046

売上原価合計 1,722,886 1,416,360

売上総利益 929,612 1,122,911

販売費及び一般管理費

役員報酬 88,827 77,097

給料 491,878 511,558

法定福利費 68,517 69,740

地代家賃 118,233 111,032

支払手数料 237,617 244,516

通信費 47,349 －

その他 198,091 218,150

販売費及び一般管理費合計 1,250,514 1,232,095

営業損失（△） △320,901 △109,183

営業外収益

受取利息 ※1
 14,439

※1
 2,381

受取配当金 100 －

還付加算金 － 369

その他 35 22

営業外収益合計 14,575 2,772

営業外費用

支払利息 121 79

為替差損 704 0

営業外費用合計 825 79

経常損失（△） △307,151 △106,491

特別利益

固定資産売却益 － ※2
 29,286

貸倒引当金戻入額 － 35,000

特別利益合計 － 64,286
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

特別損失

固定資産売却損 ※3
 3,641 －

固定資産除却損 ※4
 47,877

※4
 3,215

減損損失 ※5
 62,098

※5
 24,240

投資有価証券評価損 2,500 19,524

会員権売却損 19,229 －

子会社整理損 ※6
 314,427 －

抱合せ株式消滅差損 ※7
 235,505 －

契約解除損 － 7,000

特別損失合計 685,280 53,979

税引前当期純損失（△） △992,432 △96,184

法人税、住民税及び事業税 2,290 2,290

法人税等調整額 84,240 －

法人税等合計 86,530 2,290

当期純損失（△） △1,078,962 △98,474
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【売上原価明細書】

１．情報提供等売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

１．情報等使用料  921,21453.5 880,78662.5
２．外注費  527,89930.6 437,95431.1
３．労務費  17,368 1.0 2,789 0.2
４．経費 ※２ 255,84214.9 87,206 6.2
小計  1,722,325100.0 1,408,737100.0
期首仕掛品たな卸高  730  477  
合計  1,723,055 1,409,214 
期末仕掛品たな卸高  477  －  
当期情報提供等売上原価  1,722,578 1,409,214 

      

 

前事業年度
（自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日）

１．原価計算の方法は、個別原価計算によっておりま

す。

１．原価計算の方法は、個別原価計算によっておりま

す。

※２．経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※２．経費の主な内訳は次のとおりであります。 

ソフトウエア償却費      224,250千円

減価償却費       30,756千円

ソフトウエア償却費      75,392千円

減価償却費       11,184千円

２．商品売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

１．期首商品たな卸高  194 －
２．当期商品仕入高  113 99

　　 　　　合計  308 99
３．期末商品たな卸高  － －
　　 当期商品売上原価  308 99
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３．製品売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

１．期首製品たな卸高  － －
２．外注加工費  － 7,234

　　 　　　合計  － 7,234
３．期末製品たな卸高  － 5,720
　　　　 差引  － 1,513
４．製品評価損  － 5,532
　　 当期製品売上原価  － 7,046
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,770,425 1,770,425

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,770,425 1,770,425

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,208,237 2,208,237

当期変動額

準備金から剰余金への振替 － △1,104,118

当期変動額合計 － △1,104,118

当期末残高 2,208,237 1,104,118

その他資本剰余金

前期末残高 － －

当期変動額

準備金から剰余金への振替 － 1,104,118

欠損填補 － △740,987

当期変動額合計 － 363,130

当期末残高 － 363,130

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 337,974 △740,987

当期変動額

欠損填補 － 740,987

当期純損失（△） △1,078,962 △98,474

当期変動額合計 △1,078,962 642,513

当期末残高 △740,987 △98,474

株主資本合計

前期末残高 4,316,636 3,237,674

当期変動額

当期純損失（△） △1,078,962 △98,474

当期変動額合計 △1,078,962 △98,474

当期末残高 3,237,674 3,139,199

純資産合計

前期末残高 4,316,636 3,237,674

当期変動額

当期純損失（△） △1,078,962 △98,474

当期変動額合計 △1,078,962 △98,474

当期末残高 3,237,674 3,139,199
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④【キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △96,184

減価償却費 97,007

減損損失 24,240

貸倒引当金の増減額（△は減少） △36,600

受取利息及び受取配当金 △2,381

支払利息 79

固定資産売却損益（△は益） △29,286

固定資産除却損 3,215

投資有価証券評価損益（△は益） 19,524

売上債権の増減額（△は増加） 32,458

たな卸資産の増減額（△は増加） 289

仕入債務の増減額（△は減少） △39,617

その他 △4,906

小計 △32,161

利息及び配当金の受取額 2,381

利息の支払額 △79

法人税等の支払額 △2,354

営業活動によるキャッシュ・フロー △32,214

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,086

無形固定資産の取得による支出 △46,025

投資有価証券の取得による支出 △35,010

長期貸付金の回収による収入 35,000

敷金の差入による支出 △5,732

敷金の回収による収入 47,668

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,185

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △972

財務活動によるキャッシュ・フロー △972

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △42,372

現金及び現金同等物の期首残高 2,639,568

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 2,597,195
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

移動平均法による原価法を採用してお

ります。

(1)　　　　　　―――

　　　　　　　

 (2）その他有価証券

　時価のないもの

移動平均法による原価法を採用してお

ります。

(2）その他有価証券

　時価のないもの

　　　　　　　同左

２. たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品

　移動平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益の低下に基づく簿価切下げの方

法）を採用しております。

(1）商品及び製品

　移動平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）を採用しております。

 (2）仕掛品

　個別法による原価法（貸借対照表価額は

収益の低下に基づく簿価切下げの方法）

を採用しております。

（会計方針の変更） 

　従来、たな卸資産の評価基準は原価

法によっておりましたが、当事業年度

より「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号　平成18

年７月５日）が適用されたことに伴

い、原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を採用しており

ます。

　なお、これによる損益に与える影響

はありません。

(2）仕掛品

　個別法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　　定率法を採用しております。

　　ただし、建物については定額法によって

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

　　建物　　　　　　　　３～18年

工具、器具及び備品　２～15年

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

同左

 (2）無形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法を採用しております。

　　なお、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における見込利用可能期間（２

年～５年）に基づいております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 (3）リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価

　額を零とする定額法を採用しておりま

　す。

(3）リース資産

同左
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項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）ポイント引当金 

　顧客に付与されたポイントの使用に　　

よる費用発生に備えるため、当事業年度

末において将来使用されると見込まれ

る額を計上しております。

(2）ポイント引当金 

同左

５．収益及び費用の計上基準 ――― 工事契約に関する会計基準

(1）当事業年度末までの進捗部分につ

　　いて成果の確実性が認められる受

　　注契約

　　工事進行基準

　 （受注制作の進捗率の見積りは原価

　　比例法） 

(2）その他の受注契約

　　　検収基準

（会計方針の変更）

　受注制作のソフトウエアに係る収益の

計上基準については、従来、検収基準を適

用しておりましたが、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準第15号　平

成19年12月27日）及び「工事契約に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第18号　平成19年12月27日）を

当事業年度より適用し、当事業年度末ま

での進捗部分について成果の確実性の認

められる受注契約については工事進行基

準（受注制作の進捗率の見積りは原価比

例法）を、その他の受注契約については

検収基準を適用しております。

なお、これによる当事業年度の損益に与

える影響はありません。

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

――― 　手許現金、随時引出し可能な預金及

　び容易に換金可能であり、かつ、価値

　の変動について僅少なリスクしか負わ

　ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

　の到来する短期投資からなっておりま

　す。

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年1月18日（日本公認会計士

協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適

用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、前会計年度末

における未経過リース料期末残高相当額（利息相当額控

除後）を取得価額とし、期首に取得したものとしてリース

資産に計上する方法によっております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

―――

 

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（貸借対照表）

     前事業年度まで流動資産「その他」に含めて表示して

　 おりました「未収入金」は資産の総額の100分の１を超

   えたため区分掲記いたしました。なお、前事業年度末に

   おける「未収入金」の残高は6,882千円であります。

　（貸借対照表）

　　前事業年度まで区分掲記しておりました「預り金」

   （当事業年度末残高21,242千円）は、負債純資産の合

   計額の100分の１以下となったため、流動負債の「その

   他」に含めて表示することといたしました。

   前事業年度まで区分掲記しておりました「ソフトウ

 エア仮勘定」（当事業年度末残高1,447千円）は、資産

 の総額の100分の１以下となったため、無形固定資産

「その他」に含めて表示することといたしました。

     

   前事業年度まで流動負債「その他」に含めて表示して

 おりました「預り金」は、負債純資産の合計額の100分

 の１を超えたため区分掲記いたしました。

 　なお、前事業年度末における「預り金」の残高は

 33,311千円であります。

　　 

――― 　（損益計算書）

　　 前事業年度まで区分掲記しておりました販売費及び一

　 般管理費の「通信費」（当事業年度46,920千円）は金額

　 的な重要性が乏しいため、当事業年度より販売費及び一

　 般管理費の「その他」に含めて表示することといたしま

　 した。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

　※　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には次のものがあり

ます。

流動資産  
　売掛金         129,939千円
  預け金 1,000,000千円

 

　※　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には次のものがあり

ます。

流動資産  
　売掛金         111,659千円
  預け金 1,000,003千円

 

 

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。　　　　　　　　

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。　　　　　　　　

売上高  620,913千円

受取利息    8,774千円

 

売上高　 451,049千円　

受取利息　　   633千円　

 

 ―――

　

 ※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

工具、器具及び備品       3,826千円

ソフトウエア    25,459

計 29,286千円

　

 ※３　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

ソフトウエア       3,641千円

 ―――

　

 ※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物  　 　4,285千円

工具、器具及び備品  　　 1,386      

ソフトウエア       3,237     

ソフトウエア仮勘定      38,968      

      　　  計      47,877千円

 

 ※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

ソフトウエア  　 　138千円

ソフトウエア仮勘定 3,076

      　　  計      3,215千円

 

 ※５　減損損失

       当事業年度において、以下の資産グループについて

　　 減損損失を計上いたしました。

 ※５　減損損失

       当事業年度において、以下の資産グループについて

　　 減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類

本　 社

(東京都港区)
事業用資産

工具、器具

及び備品

ソフトウエア

その他 

 

場所 用途 種類

本　 社

(東京都港区)
事業用資産

工具、器具

及び備品

ソフトウエア

 

  (1) 減損損失の認識に至った経緯

 　　 SNS事業およびロイヤリティ事業の収益性の低下等に

　　より、事業用資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

　　し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上して

　　おります。

  (1) 減損損失の認識に至った経緯

 　 　エンタテインメント事業に係る一部の案件におい

　　て、その収益性が低下したこと等に伴い、事業用資産

　　の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

　　減損損失として特別損失に計上しております。
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前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

  (2) 減損損失の内訳　   (2) 減損損失の内訳　

工具、器具及び備品 3,044千円

ソフトウエア 57,764 

その他 1,288 

工具、器具及び備品 3,369千円

ソフトウエア 20,871 

  (3) グルーピングの方法

 　　 管理会計上の事業部単位ごとにグルーピングしてお

　　ります。

  (3) グルーピングの方法

 　　 管理会計上の事業部単位ごとにグルーピングしてお

　　ります。

  (4) 回収可能価額の算定方法　

　　　回収可能価額は、主に正味売却価額により測定し、

　　正味売却価額は零と評価しております。

 

  (4) 回収可能価額の算定方法　

　　　事業用資産は、使用価値により測定しております

　　が、将来キャッシュ・フローが見込めないことから備

　　忘価額により評価しております。

 

※６　子会社整理損は株式会社NANOぴあ株式の売却に伴い

　　発生したものであり、その内訳は次のとおりでありま

　　す。 

関係会社株式売却損  　  64,427千円

貸倒引当金繰入額  　　35,000      

債権放棄損     215,000      

      　　  計     314,427千円

 

――― 

※７　抱合せ株式消滅差損は株式会社ジェイ・マーチを吸

　　収合併したことに伴い発生したものであります。

―――

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式                 

普通株式 59,868 － － 59,868

合計 59,868 － － 59,868
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　　

　※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在）

　

現金及び預金勘定  1,597,192千円

預け金  1,000,003　　

　

現金及び現金同等物  2,597,195千円

　

　

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

  (1) リース資産の内容

　　有形固定資産

  (1) リース資産の内容

　　有形固定資産

　全社における電話設備「工具、器具及び備品」であ

ります。

  (2) リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「３.固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。

同左

　

 (2) リース資産の減価償却の方法

同左

 

（金融商品関係）

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

  １．金融商品の状況に関する事項

      (1)金融商品に対する取組方針

　       当社は、余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行わない方針であります。

      (2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、業務

上の関係を有する企業の株式であり、投資先の事業リスクに晒されております。

　預け金は資金運用方針に従い、親会社に対して預け入れを行っているものであります。　

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。

      (3)金融商品に係るリスク管理体制

        ①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、各事業部門において主要な取引先の状況を定期的に

モニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を図っております。

       ②　投資先の事業リスクの管理

　当社は、投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業

との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

       ③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理　

　当社は、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性

リスクを管理しております。

      (4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円） 　

(1）現金及び預金 1,597,192 1,597,192 － 　

(2）受取手形 950 950 － 　

(3）売掛金 591,098 591,098 － 　

(4) 預け金　 1,000,003 1,000,003 － 　

(5) 敷金 108,918 107,257 △1,661　

　資産計 3,298,163　 3,296,501　 △1,661　

(1）買掛金 326,181 326,181 － 　

(2）未払金 47,411 47,411 － 　

　負債計 373,592　 373,592　 － 　

　　 （注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形、(3)売掛金、(4)預け金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(5)敷金　

　これの時価は、国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値に

より算定しております。

負　債

(1)買掛金、(2)未払金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

　　　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 136,286

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対象

としておりません。　

　　　　　３．金銭債権の決算日後の償還予定額

 
１年以内　
  (千円） 

１年超
５年以内　
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）　

10年超　
 (千円）

現金及び預金 1,597,192 －　 －　 －　

受取手形 950 －　 －　 －　

売掛金 591,098  －  －  －

預け金 1,000,003  －  － －　

敷金　 104,691 4,227 － －

合計 3,293,935　 4,227　 － －　

　　　

EDINET提出書類

株式会社ナノ・メディア(E05534)

有価証券報告書

69/85



（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の時価

等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。

（有価証券関係）

　　　 前事業年度（平成21年３月31日）

　     該当事項はありません。 

 

       当事業年度（平成22年３月31日）

       １．その他有価証券

　       当社保有のその他有価証券については、非上場株式であることから、市場価格がなく時価を把握すること

       が極めて困難と認められる為、記載しておりません。

　       なお、貸借対照表計上額は136,286千円であります。　

　

       ２．減損処理を行った有価証券

　       当事業年度において、投資有価証券について19,524千円（その他有価証券の株式19,524千円）減損処理を

       行っています。

　       なお、減損処理にあたっては、各四半期末時点における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合に

       は、減損処理を行っております。

　

（デリバティブ取引関係）

  当事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

  該当事項はありません。　

 

（退職給付関係）

  当事業年度（平成22年３月31日）

  該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成16年その１

ストック・オプション
平成16年その２

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　 3名

当社従業員 　 47名
当社従業員　 　8名

当社取締役　   1名

当社従業員　　15名　

株式の種類別のストック・オ

プションの数（注）
普通株式　　388株 普通株式　　　32株 普通株式　    90株

付与日 平成17年２月10日 平成17年３月25日 平成17年７月29日

権利確定条件

付与日（平成17年２月10

日）以降、権利確定日（平

成19年１月18日）まで継続

して勤務していること。 

付与日（平成17年３月25

日）以降、権利確定日（平

成19年１月18日）まで継続

して勤務していること。

付与日（平成17年７月29

日）以降、権利確定日（平

成19年６月22日）まで継続

して勤務していること。

対象勤務期間
自　平成17年２月10日

至　平成19年１月18日 

自　平成17年３月25日

至　平成19年１月18日

自　平成17年７月29日

至　平成19年６月22日

権利行使期間

権利確定後平成23年１月31

日まで。ただし、権利確定後

退職した場合は、退職の日

まで。 

同左

権利確定後平成23年６月22

日まで。ただし、権利確定後

退職した場合は、退職の日

まで。

（注）１．平成18年４月１日付で１株につき３株の株式分割を行っております。　

　　　２．株式数に換算して記載しております。

 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度（平成22年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

  
平成16年その１

ストック・オプション
平成16年その２

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利確定前 （株）    

前事業年度末  － － －

付与  － － －

失効  － － －

権利確定  － － －

未確定残  － － －

権利確定後 （株）    

前事業年度末  627 18 120

権利確定  － － －

権利行使  － － －

失効  129 － 84

未行使残  498 18 36
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②　単価情報

  
平成16年その１

ストック・オプション
平成16年その２

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利行使価格 （円） 66,667 66,667 123,334

行使時平均株価 （円） － － －

付与日における公正な評価単価 （円） － － －

　

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 (1) 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（流動資産）   

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,455千円

未払事業税 806 

その他 1,561 

繰延税金資産（流動）小計 3,823 

評価性引当額 △3,823 

繰延税金資産（流動）合計 － 千円

（固定資産） 　  

繰越欠損金 493,159千円

固定資産減価償却限度超過額 14,168 

一括償却資産損金算入限度超過額 445 

減損損失否認 23,375 

投資有価証券評価損否認 17,089 

貸倒引当金損金算入限度超過額 14,446 

その他 989 

繰延税金資産（固定）小計 563,675 

評価性引当額 △563,675 

繰延税金資産（固定）合計 － 千円

（流動資産）   

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,009千円

未払事業税 1,640 

たな卸資産評価損　 2,251　

その他 1,728 

繰延税金資産（流動）小計 6,629 

評価性引当額 △6,629 

繰延税金資産（流動）合計 － 千円

（固定資産） 　  

繰越欠損金 550,295千円

固定資産減価償却限度超過額 6,979 

一括償却資産損金算入限度超過額 748 

減損損失否認 8,998 

投資有価証券評価損否認 25,034 

繰延税金資産（固定）小計 592,056 

評価性引当額 △592,056 

繰延税金資産（固定）合計 － 千円

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

     率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

     因となった主要な項目別の内訳

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

     率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

     因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目

 

△0.80 

子会社合併の影響 △7.40 

評価性引当額 △40.97 

住民税均等割 △0.23 

その他 △0.01 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 △8.72 

法定実効税率 40.69％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目

 

△5.04 

評価性引当額 △35.07 

住民税均等割 △2.38 

その他 △0.58 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 △2.38 

 

（持分法損益等）

当事業年度（平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

該当事項はありません。　
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【関連当事者情報】

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

財務諸表提出会社の親会社及び主要株主　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
（千円）

親会社　　 伊藤忠商事㈱
東京都港区

　
202,241　 総合商社

(被所有)　

直接　51.3

サイトの

運営受託等

役員の兼任

　

サイトの運営

受託

(注)２

　

コンサルタン

ト業務受託

(注)２

　

資金の預入

(注)３、４

　

利息の受取

(注)３　

441,673　

　　

　

　　

9,375　

　

　

　

1,000,003

　

　

633　　

売掛金

　

　

　

－　　　

　

　

　

預け金　

　

　

－　

　

　

111,659　

　

　

　

－　

　

　

　

1,000,003　

　　　

　

　

－

　

　　　

取引条件及び取引条件の決定方針等　

（注）　１．上記金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末算残高には消費税等が含まれており

　　ます。

　　　　２．取引条件については、当社と関連を有さない第三者との取引における一般取引条件と同様に決定し　

　　ております。

　　　　３．資金の預入に係る利率については、金融市場を勘案して決定しております。

４．資金の預入は当社と伊藤忠商事株式会社との間での消費寄託契約に基づくものであります。　

２．親会社又は、重要な関連会社に関する注記

親会社情報

伊藤忠商事株式会社（東京証券取引所に上場）　

（企業結合等関係）

　前事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日） 

    連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。

　

　当事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日） 

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額       54,080.22円

１株当たり当期純損失金額 　    18,022.35円

 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

 ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

 あるため記載しておりません。

１株当たり純資産額       52,435.36円

１株当たり当期純損失金額 　   1,644.86円

 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

 ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

 あるため記載しておりません。

（注）　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純損失金額         

　当期純損失（千円） 1,078,962 98,474

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る当期純損失（千円） 1,078,962 98,474

　期中平均株式数（株） 59,868 59,868

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 新株予約権３種類

 平成17年１月19日取締役会決議

 ストックオプション

 （新株予約権209個）

 平成17年３月18日取締役会決議

 ストックオプション

 （新株予約権６個）

 平成17年７月19日取締役会決議

 ストックオプション

 （新株予約権40個）

 新株予約権　種類

 平成17年１月19日取締役会決議

 ストックオプション

 （新株予約権166個）

 平成17年３月18日取締役会決議

 ストックオプション

 （新株予約権６個）

 平成17年７月19日取締役会決議

 ストックオプション

 （新株予約権12個）
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（資本準備金の減少及びその他資本剰余金の処分）

　当社は、平成21年６月23日開催の第11回定時株主総会に

おいて、資本準備金の減少及びその他資本剰余金の処分に

ついて次のとおり決議いたしました。

　＿＿＿

１．資本準備金の減少及びその他資本剰余金処分の目的

　繰越利益剰余金の欠損の填補を行うとともに、今後の

資本政策の柔軟性および機動性を確保することを目的

としております。

２．資本準備金の減少及びその他資本剰余金処分の方法

（1）資本準備金の減少

　会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金の

一部を取り崩し、その他資本剰余金に振り替えるもの

であります。

（2）その他資本剰余金の処分

　会社法第452条の規定に基づき、その他資本剰余金の

処分により、繰越利益剰余金の欠損の填補を行うもの

であります。

３．資本準備金の減少額及び処分するその他資本剰余金

　　の額

　 資本準備金2,208,237,084円から1,104,118,542円を

 取り崩し、同額をその他資本剰余金に振り替えます。

 減少後の資本準備金の額は1,104,118,542円となりま

 す。また、上記その他資本剰余金から740,987,740円

 を繰越利益剰余金に振り替えます。 

４．日程

 取締役会決議　平成21年５月25日

 株主総会決議　平成21年６月23日

 効力発生日　　平成21年７月24日
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　【株式】

 
投資有価証券

 
その他有価
証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

株式会社エムアップ 1,100 118,800

株式会社ＦＡＥＣ 389 15,486

エイディーシーテクノロジー株式会社 10 2,000

クーコム株式会社 112 0

計 1,611 136,286

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        
建物 27,301 ― － 27,301 10,475 1,590 16,826

工具、器具及び備品 307,947 5,148
 21,796

(3,369)
291,299268,325 14,092 22,974

リース資産 2,874 － ― 2,874 1,857 928 1,016

有形固定資産計 338,123 5,148
21,796

(3,369)
321,475280,657 16,611 40,818

無形固定資産        

ソフトウエア 1,348,05341,448
90,122

(20,871)
1,299,3801,257,30379,690 42,076

その他 5,690 39,908 37,981　 7,617 2,735 705 4,882

無形固定資産計 1,353,74481,356
128,103

(20,871)
1,306,9981,260,03980,396 46,958

長期前払費用 －　 1,003 167　 835 － － 835

（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

（１）工具、器具及び備品

社内インフラサーバー取得  　　　　　　　　　　　　　　 　　　　  3,335千円

（２）ソフトウエア

アーティストサイトソフトウエア取得　　　　　　　　　　　　　　　22,182千円

ＴＶ番組システムソフトウエア取得　　　　　　　　　　　　　　　　11,460千円

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

（１）工具、器具及び備品

ＦＭラジオシステムサーバー売却　　　　　　　　　　　　　　　　  18,426千円

（２）ソフトウエア

ＦＭラジオシステムソフトウエア売却　　　　　　　　　　　　　　　67,311千円

タレントスケジュールソフトウエア減損　　　　             　　　 19,713千円

３．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。
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【社債明細表】

　　　　　該当事項はありません。　

　

【借入金等明細表】

 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定のリース債務 922 966 4.6 ―

リース債務

（１年以内に返済予定のものを除く） 
1,214 248 4.6 平成23年

（注）リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおり　

　　　です。

 
１年超２年以内
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内
（千円） 

４年超５年以内

リース債務 248 － ― ― 

　　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 39,081 － 704 35,896 2,480

ポイント引当金 1,182 660 ― ― 1,843

　（注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、引当対象としていた長期貸付金及び売掛金の回収によるものでありま

　　　　す。 

EDINET提出書類

株式会社ナノ・メディア(E05534)

有価証券報告書

77/85



（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

　　　  イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 23

預金  

普通預金 597,168

定期預金 1,000,000

小計 1,597,168

合計 1,597,192

ロ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

ライオン株式会社 950

合計 950

期日別内訳 

期日別 金額（千円）

平成22年６月 950

合計 950

  ハ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 147,287

KDDI株式会社 140,107

伊藤忠商事株式会社 111,659

株式会社アートバンク 64,604

ソフトバンクモバイル株式会社 24,582

その他 102,857

合計 591,098

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

621,167 2,663,8732,693,943 591,098 82.0 83.1

（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。
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 　　   ニ．商品及び製品

品目 金額（千円）

 製品 　

 アーティストグッズ 187

合計 187

 　　　 ホ．預け金

区分 金額（千円）

 伊藤忠商事株式会社 1,000,003

合計 1,000,003

　　　③　流動負債

 　　　   買掛金

相手先 金額（千円）

株式会社ネプラス 63,349

株式会社サンズ 56,523

株式会社ソニー・ミュージックアーティスツ 32,199

株式会社フジテレビジョン 30,031

株式会社ＡＣＣＥＳＳ 29,990

その他 114,086

合計 326,181

 

（３）【その他】

当事業年度における四半期情報　

　
第１四半期

自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

第２四半期
自平成21年７月１日
至平成21年９月30日

第３四半期
自平成21年10月１日
至平成21年12月31日

第４四半期
自平成22年１月１日
至平成22年３月31日

売上高（千円） 614,804　 614,724　 684,358　 625,384　

税引前四半期純利益金額又は

税引前四半期純損失金額

（△）（千円）

△19,618　 △60,550　 △17,510　 1,494　

四半期純利益金額又は四半期

純損失金額（△）（千円）
△20,190　 △61,123　 △18,082　 921　

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

△337.25　 △1,020.97　 △302.05　 15.40　
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 　４月１日から３月31日まで

定時株主総会 　６月中　

基準日 　３ 月　31 日

剰余金の配当の基準日
　９ 月　30 日

　３ 月　31 日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所 ―

株主名簿管理人 ―

取次所 ―

買取・売渡手数料 ―

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故、その他

のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載してする。

公告掲載URL　http://www.nanomedia.jp/denshi-koukoku/index.html 

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　　　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第11期）（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成21年６月23日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付資料

　　平成21年６月23日関東財務局長に提出　

    (3）四半期報告書及び確認書

（第12期第１四半期）（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月14日関東財務局長に提出

（第12期第２四半期）（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月13日関東財務局長に提出

（第12期第３四半期）（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）平成22年２月12日関東財務局長に提出　

(4）臨時報告書

　平成22年６月23日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（議決権行使結果）の規定に基づく臨時報告書であ

　

　ります。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  
   

   平成21年６月23日

株式会社ナノ・メディア    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 大庭　四志次　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 池田　　　徹　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
株式会社ナノ・メディアの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査
を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を
表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
ナノ・メディア及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
追記情報
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年６月23日開催の定時株主総会において、資本準備金の減少及び
その他資本剰余金の処分を決議した。 
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ナノ・メディアの平成21
年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書
を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ
る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ
る。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、株式会社ナノ・メディアが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記
の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務
報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 
   

   平成21年６月23日

株式会社ナノ・メディア    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 大庭　四志次　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 池田　　　徹　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ナノ・メディアの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第11期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ナノ

・メディアの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

 

追記情報 

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年６月23日開催の定時株主総会において、資本準備金の減少及び

その他資本剰余金の処分を決議した。 

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  
   

   平成22年６月23日

株式会社ナノ・メディア    

 取締役会　御中  

 
有限責任監査法人トーマツ
　

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大庭　四志次　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池田　　　徹　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ナノ・メディアの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第12期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ナノ

・メディアの平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞ 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ナノ・メディアの平成22

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書

を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

　当監査法人は、株式会社ナノ・メディアが平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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